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はじめに 

 

加害者更生については、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（平

成十三年四月十三日法律第三十一号。以下「配偶者暴力防止法」という。）において、「国

及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の

更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関する調査研

究の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。」（第

25 条）と規定されている。また、第３次男女共同参画基本計画（平成 22 年 12 月）におい

ては、「社会内での加害者更生プログラムについて、その効果的な実施方法を含めた調査研

究を実施する」とされている。 

内閣府では、これらの規定等に基づき、平成 14年度から配偶者からの暴力の加害者更生

に関する調査研究を実施し、平成 16年には「配偶者からの暴力に関する加害者プログラム

の満たすべき基準及び実施に際しての留意事項」を取りまとめた。その後、平成 17年度に

は配偶者からの暴力の加害者更生に係る検討委員会を立ち上げ、加害者更生の可能性及び

限界について「配偶者からの暴力の加害者更生に関する検討委員会報告書」が取りまとめ

られた。同報告書では、加害者プログラムの実施に対する国の関与について、適切な参加

意思をもった加害者の参加がどのくらい得られるのか、復縁を迫る口実に利用したり、調

停や裁判における心証を良くしようとする参加者の存在、プログラムの有効性についての

明確な結論が得られていないなどの理由から、「国が任意参加による加害者更生プログラム

について本格的な関与を行うことは、現時点においては、その条件が整っていないと言わ

ざるを得ない。」との報告がなされた。 

一方、海外における加害者への取組を参考とした民間団体における加害者に対する取組

はここ数年で進展するとともに、暴力の被害者自身の「パートナーに暴力をやめてもらい

たい。暴力がなくなるのであれば、必ずしも関係解消は望まない。」といった関係性の修復

を求めるニーズへの対応の必要性に関する認識の高まりと相まって、被害者支援の一環と

した新たな枠組みの中での加害者対応が求められるようになった。 

また、第４次男女共同参画基本計画（平成 27 年 12 月）においては、加害者更生の取組

として、「地域社会内での加害者更生プログラムについて、民間団体の取組を含めた実態を

把握し、プログラムを実施する場合の連携体制の構築も含め、その在り方を検討する。」と

された。 

本調査研究は、こうした社会内における加害者対応の必要性の高まりを踏まえ、被害者

が必要とする支援を提供し、被害者の安全・安心を高め、将来において新たな被害者を生

み出さないことを目的として、地方公共団体へのアンケート調査及び民間団体へのヒアリ

ング調査を実施し、社会内における加害者更生プログラムに関する現在の課題や今後の在

り方等について考察を行うものである。 
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Ⅰ 地方公共団体における取組に関するアンケート調査結果 

１ アンケート調査の概要 

（１）調査目的  

本アンケート調査は、「配偶者等に対する暴力の加害者更生に係る実態調査研究事

業」の一環として、地方公共団体における加害者更生に関する現在の取組状況等を把

握するとともに、ヒアリング調査実施団体を選定するにあたって有用な情報を収集す

ることを目的に実施するものである。 

 

（２）調査対象 

都道府県及び政令指定都市（総数 67か所） 

 

（３）調査項目 

ア 加害者更生に関する取組について 

イ 加害者更生プログラム実施団体との連携について 

ウ その他（加害者更生に関する取組についての課題、その他意見等） 

 

（４）調査時期 

平成 27 年５月 

 

（５）調査方法 

 郵送法（電子メールによる） 

 

（６）回収率 

100％ 

 

（７）調査結果に関する注意点 

ア 図表中のｎとは、比率算出の基数を表すもので、原則として回答自治体総数

（67）又は分類別の回答自治体数のことである。  

イ 百分比は、小数点第２位で四捨五入して、小数点第１位までを表示した。四捨

五入したため、合計値が 100％を前後することがある。  

ウ 「（複数回答）」と表示のある質問は、２つ以上の複数回答を認めているため、

回答計は 100％を超える。  

 

  



 

4 

 

２ アンケート調査の結果 

（１）加害者更生に関する取組について 

ア 加害者更生に関する取組（調査研究、加害者更生プログラム、相談・研修等を

含む。）の実施の有無 

「加害者更生に関する取組を実施している（又は、実施していた）」自治体は

14.9％（n=10）であった。 

 

図１ 加害者更生に関する取組の実施の有無 

 

 

イ 加害者を対象とした更生に関する調査研究の実施の有無 

「加害者更生に関する調査研究を行っている（又は行っていた）」自治体は

4.5％（n=3）であった。 

 

図２ 加害者更生に関する調査研究の実施の有無 

 

 

※　取組には、調査研究、加害者更生プログラム、相談、研修等を含む。

加害者更生に関する取組を実施している 実施していない

14.9 85.1

0 20 40 60 80 100
（％）
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加害者更生に関する取組（相談、研修等）を

実施している
実施していない

10.4 89.6

0 20 40 60 80 100
（％）

ウ 加害更生プログラムの実施の有無 

「加害者を対象とした更生プログラムを実施している（又は、実施していた）」

自治体は 1.5％（n=1）であった。 

 

図３ 加害者を対象とした更生プログラムの実施の有無 

 

 

 

エ 加害者更生に関する相談・研修等の実施の有無 

「加害者更生に関する相談・研修等を実施している」自治体は 10.4％（n=7）

であった。 

 

図４ 加害者更生に関する相談・研修等の実施の有無 
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連携していない
加害者更生プログラム実施団体と

連携している

7.5 92.5

0 20 40 60 80 100
（％）

（２）加害者更生プログラム実施団体との連携状況について 

「加害者更生プログラム実施団体と連携している」自治体は 7.5％（n=5）であった。 

 

図５ 加害者更生プログラム実施団体との連携の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）加害者更生に関する事業（調査研究、加害者更生プログラム）を実施していない

（又は、実施する予定がない）理由 

加害者更生に関する調査研究及び加害者更生プログラムを実施していない（又は、

実施する予定がない）理由を聞いたところ、「加害者更生に関する情報が少なく、ど

のような取組を行ってよいか不明なため」が 82.0％（n=50）で最も多く、次いで「管

内に加害者更生に関する専門家・民間団体がないため」（42.6％）（n=26）、「庁内

において加害者更生事業に係る人員や財源を確保することが困難なため」（42.6％）

（n=26）であった。 

 

図６ 加害者更生に関する事業を実施していない理由（複数回答） 

 

 

総数（n=61）

加 害 者 更 生 に 関 す る 情 報 が 少 な く 、

どのような取組を行ってよいか不明なため

管 内 に 加 害 者 更 生 に 関 す る

専 門 家 ・ 民 間 団 体 が な い た め

庁内において加害者更生事業に係る人員や

財 源 を 確 保 す る こ と が 困 難 な た め

そ の 他

82.0

42.6 

42.6 

23.0

0 20 40 60 80 100
(%)
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（４）その他（加害者更生に関する取組についての課題及び意見等） 

加害害者更生に関する取組についての主な問題点・課題、その他意見等は、以下の

とおりであった。 

 

 被害者への支援と同時に加害者への取組が必要と考えるが、具体的にどのよ

うな取組をどのような手段ですればよいか分からない状況である。国におけ

る加害者更生プログラムの推進状況や、各自治体において取組むべき施策の

あり方などについて、更なる情報の提供を求めたい。 

 加害者への対策も重要な課題であると認識しているが、どのような対策が有

効なのかも含め不明な部分が多く、情報提供や指針となるものがあればよい。 

 プログラムによる効果を地方自治体単体で検証することは困難であり、国が

一定のルールを策定して実施すべきである。 

 配偶者からの暴力の根絶のためには、加害者更生が最も効果的だと考えるが、

任意参加のプログラムの場合は、プログラムを修了することができる加害者

はそれほど多くないのではないかと考える。 

 配偶者暴力相談支援センター、婦人相談所等に、配偶者等に対する暴力に関

して調査する権限がなく、暴力があったという事実認定もできない状態で、

一方を「加害者」として更生等を行うことは問題があるのではないか。加害

者の更生プログラムの推進には、関係機関との連携が必要ではないかと思わ

れる。 

 配偶者暴力防止法においては、「国及び地方公共団体は加害者の更生のため

の指導方法に関する調査研究の推進」が規定されているのみで具体的な施策

は示されていない。諸外国では、裁判所命令等により加害者に何らかのプロ

グラムを受けさせている例も見られることから、日本においても加害者更生

については、国の制度として検討していくことが必要である。 

 加害者の更生に向けた取組の必要性については、被害者支援関係者会議等に

おいて指摘されることもあるが、現状ではノウハウや人材が不足しているた

め対応することは困難である。加害者更生に関する研修会の開催や、国の補

助金の対象項目にするなどの動きがあれば、取り組む自治体も出てくるので

はないか。 

 加害者更生の必要性は感じるものの、被害者支援を行なっている部署で、積

極的に加害者側との接触を行なうことは、被害者の安全に支障を及ぼすおそ

れがあるため難しい。 

 自治体の相談窓口において、加害者（主に、男性側）からの相談にも対応し

ているが、ノウハウや専門的な知識を有するものがいないため、更生に向け

た取組を行なうことは難しいのが現状である。 
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３ 補足調査 

地方公共団体における取組に関するアンケート調査結果から、加害者更生に関する取

組を行っている２つの自治体に補足アンケート調査を行った。 

 

（１）Ａ市 

ア 加害者プログラムの実施団体の支援 

（ア）内容 

加害者プログラム実施団体への運営資金の一部補助、広報協力（インター

ネット、自治体広報誌、連携機関・医療機関等への情報提供）、貸室利用料

減免などの支援 

（イ）実施主体 

市民局市民協働課男女共生推進室 

（ウ）目的 

配偶者暴力加害者プログラムを実施する団体への支援を通して、暴力を容

認する歪んだ価値観の修正を促し、暴力によらない人間関係の構築を支援す

ること。 

（エ）背景・問題意識 

被害者支援の一環として、配偶者暴力の本質的な解決には加害者への対応

も不可欠であるため。また、配偶者暴力がもたらす影響は被害者に止まらず、

暴力を見た子供（いわゆる面前ＤＶ）にも及ぶため。 

（オ）実施根拠 

Ａ市男女共同参画基本計画（改訂版）（平成 26年３月） 

イ 今後の課題及び展望 

今年度から県の配偶者暴力対策関係機関の実務者会議において、加害者対策に

ついて議論をしているところであるが、行政として加害者プログラムを実施する

には、予算や実施機関の選定、加害者に参加を促す体制作りなどが今後必要とな

ってくる。 

 

（２）Ｂ県 

ア 配偶者暴力加害者電話相談の実施 

（ア）内容 

配偶者暴力加害者電話相談窓口の開設 

（イ）実施主体 

福祉保健部 
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（ウ）目的 

配偶者からの暴力の被害者支援の一環として、自ら暴力に向き合い、更生

する意思のある加害者に対応するため。 

（エ）背景・問題意識 

配偶者暴力の被害者支援施策は講じられているが、配偶者暴力の加害者自

身が暴力から脱却することができなければ、再び配偶者暴力が行われる危険

性や新たな被害者を作り出してしまう可能性がある。よって、当県では、被

害者支援と合わせて加害者の更生に向けた取組が必要であるという認識のも

と、平成 17 年度に電話相談事業を試行実施し、平成 18 年度から事業化した。 

（オ）実施根拠 

Ｂ県配偶者等に対する暴力の防止及び被害者支援計画 

イ 配偶者暴力加害者電話相談の実施体制 

（ア）実施日時：毎週第３金曜日（午後６時 30分から８時 30分） 

（イ）実施場所：非公開 

（ウ）平均相談時間：30分～40分 

（エ）平均相談件数：月 0.4件 

（オ）相談窓口周知方法：インターネット、自治体広報誌 

ウ 配偶者暴力加害者電話相談の相談実績 

（ア）性別：男性 100％ 

（イ）年齢：30代・40 代が中心。20歳代、60代以上もあり。 

（ウ）婚姻状況 

① 既婚：75％（別居が２／３） 

② 未婚：25％（別居が 100％） 

（エ）相談者の暴力の形態 

身体的暴力が約９割、性的強要が約１割。 

（オ）相談に対する支援状況 

① 電話相談のみ：38％ 

② 公的機関の紹介：25％（精神保健福祉センター、児童相談所） 

③ 民間団体の紹介：38％（相談者の希望等に応じて、臨床心理相談セン

ターで実施されているカウンセリングを紹介している。） 

エ 被害者への連絡 

被害者に連絡をとることはない。 

オ 配偶者暴力加害者電話相談事業実施時の留意事項 

（ア）被害者の安全確保 

加害者を対象とした電話相談は、被害者相談の場所と異なる場所で実施し

ているため、被害者の安全面が脅かされるようなケースはこれまでにない。
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被害者の情報を聞き出すような内容の電話を受けた場合は、ここは加害行為

に向き合い暴力によらない関係作りを目指すための電話相談であるため、個

別のケースは承知していない旨を伝えている。 

（イ）リスクアセスメント 

加害者からの追跡防止のため、相談員は氏名を名乗らないこととしている。

また、相談場所も秘匿としている。 

（ウ）個人情報の管理 

相談記録は相談員及び担当係内のみで共有している。 

カ 今後の課題及び展望 

現在の問題点の一つとして、相談件数が少ないことが挙げられる。配偶者暴力

加害者電話相談の情報は、県のホームページ、案内チラシ、関係機関を通じて周

知を図っており、県外からの相談もあるなど一定の効果は見られるが、相談件数

の増加にはつながっていない。諸外国においては、加害者を強制的に更生プログ

ラム等に参加させる制度がある。今後、加害者対策を進めていくには、国におい

て、統一的かつ実効性のある指針等が明確にされることが望ましい。 
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Ⅱ 加害者プログラムの実施状況等に関する民間団体に対するヒアリング調査結果 

加害者プログラムの実施状況や課題等について、加害者プログラムを実施している民

間団体（４団体）を対象にヒアリング調査を実施した。また、被害者支援現場における

加害者プログラムへのニーズや懸念等について、被害者支援を行っている民間団体（３

団体）にヒアリング調査を実施した。以下、主なヒアリング調査結果である。 

 

１ 加害者プログラム実施団体 

（１）Ａ団体 

ア 団体概要 

（ア）設立年度：2007 年 

（イ）設立経緯 

内閣府「配偶者からの暴力に関する加害者プログラム実施マニュアル」

（平成 16年 8月）の開発及びマニュアルに基づいたモデル事業の実施メン

バーにより設立 

（ウ）主な活動内容 

① 加害者プログラムの実施 

② ＤＶ被害母子のためのコンカレント・プログラムの実施 

③ ＤＶの包括的支援に関する研究及び研修会の実施 

（エ）主な構成メンバー 

臨床心理士、精神科医等 

（オ）主な連携機関 

① 行政機関：福祉事務所、男女共同参画センター 

② 民間団体等：被害者支援団体、心理相談機関、弁護士 

イ 加害者プログラム 

（ア）プログラムの名称：ＤＶ教育プログラム－男性編－ 

（イ）プログラムの目的 

被害者を精神的に支援し、また加害者についての調査研究・更生教育も同

時に行うことによって、被害者を救済すると同時にＤＶを少しでも減らすこ

と。 

（ウ）プログラム実施の背景・問題意識 

加害者には加害についての責任を果たす義務が倫理的にあるが、彼らに直

接アプローチする機関がなければ、これらの倫理的責任は放置されることに

なる。一方で、被害者を保護しても加害者が次のパートナーに暴力を繰り返

していることは、多くの国の臨床家が経験することでもある。ＤＶ加害者に

介入することによって、これらのリスクを減らすことが可能になる。 
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また、面会交流を避けにくい現状においては、いわゆる面前ＤＶの加害者

が子供と会うことが予測され、ＤＶを認めない加害者との交流は被害者を恐

怖に陥れることになる。加害者がプログラムで学び、責任を果たそうとする

ことは、被害者の安全感と被害からの回復につながる。結果的に被害者の安

全を高め、予防につながると考える。 

（エ）プログラムの対象者・参加者の属性 

① 性別：男性 

② 年齢：20～70歳代（主な参加者は、30～50歳代） 

③ 婚姻状況 

詳細な統計はない（※関係性は、プログラム継続期間中に、別居から

同居になる人、離婚が成立する人など流動的であるとともに、週末のみ

同居、内縁関係、不倫関係等多様であるため。） 

（オ）プログラムの実施方法・実施頻度等 

① 形式：グループワーク 

② 実施頻度：週１回、１クール 18回のパッケージであり（パートナー

コンタクトを含む。その他、アセスメントのためのインテーク面接、

電話対応、フォローアップのセッションなどを実施している。１クー

ル終了後も継続参加を推奨している。 

③ 参加者の人数：１グループ 10名弱程度（メンバーは１クール固定） 

④ 時間：１回 120分 

（カ）参加費：１回 3,000円、合計 54,000円（分割３回まで可能） 

（キ）プログラムの実施者（ファシリテーター） 

９名（臨床心理士５人、精神科医２人、精神保健福祉士２人）、その他、

記録担当ボランティア（小児科医、院生、公務員等） 

（ク）参考としたモデル 

「Respectful Relationship Program」（カナダのブリティッシュ・コロ

ンビア州において、保護観察処分となった加害者を対象としたプログラムと

して使用されているもの。） 

（ケ）参加者の募集方法 

ホームページ、男女共同参画センター等からの紹介 

（コ）参加者の主な動機・経緯 

① 妻からの要請（「妻命令」）（約７割） 

妻からの「参加して欲しい」、「関係を継続するかどうかは、プログ

ラム参加後の態度の変化により判断する」等の申出に対して、来談者は

「何とか再同居したい」という理由で申し込む。また、離婚裁判・調停、

面会交流の実施形態・回数に係る協議等を、より良い条件で進めるため
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の手段となることを期待して参加することもまれではない。 

プログラムはそのような参加者を、当初その動機でつなぎ止め、プロ

グラム継続によって暴力自体を変える契機としていく。また、「妻に与

えた影響」についても学習してもらう。妻命令ばかりではなく、自らイ

ンターネットで「ＤＶ加害者」などのキーワードで検索して問合せをし

てくる参加者も増えている。 

（サ）参加者のドロップアウト率：0.5％ 

（シ）被害者への連絡方法・説明等 

① プログラム説明会 

希望者のみ。プログラム主催者は、被害者に対してプログラムについ

て説明する責任があるという理解に立っている。 

② 被害者の面接 

希望者のみ。プログラム期間中に、被害状況を把握するため、被害者

との面接の機会を設けている（１回１時間程度）。 

③ 被害者等からの問合せ 

被害者の安全を考慮して特に伝えるべき事項がある場合は、情報提供

をすることもある。被害者からの参加状況の問合せや、危険な事態と判

断した場合には、被害者及びその支援者に対応する可能性があることを、

プログラム開始前に参加者（加害者）に同意を取っている。  

（ス）被害者の安全確保 

参加者が、プログラムで習得したことや、修了したことを口実に、暴力を

振るうことがないよう、注意を促している。被害者の情報について加害者に

開示することは、絶対にない。修了証等は発行しない。 

（セ）リスクアセスメント 

インテーク面接においてＳＡＲＡ（Spousal Assault Risk Assessment）1

を実施している。その目的は、リスクの高低によって加害者を他の機関に振

り分けるためではなく、「この人はどれぐらい、どのようなリスクがあるの

か」を把握するためである。 

ＳＰＪ（Structured Professional Judgment）2の手法を用い、スタッフ間

で情報を共有し、リスクマネージメントプランを作成する。また、プログラ

                             
1ＳＡＲＡ（Spousal Assault Risk Assessment）は、Randall Kropp、Stephen Hartらに

よって開発されたＤＶのリスクの査定とリスクマネージメントを目的にしたアセスメント

ツールである。 
2 リスクアセスメントは、保険数理的な尺度とＳＰＪ（Structured Professional 

Judgment：構造化された専門的判断）に分かれる。ＳＰＪは経験を積んだ専門家が標準化

されたチェックリストを用いて判断を行うが、リスクの査定のみではなく、リスクマネー

ジメントを効果的に行うことにも重きが置かれている。 
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ム内で参加者自身が自分のリスクについて考える機会を設け、加害者自身が

リスクをマネージメントするように働きかけている。 

また、ＤＶは見えにくい「操作」「自尊心を傷つけるような言葉遣い」

「目線」などが、非常に大きな影響を及ぼすものである。参加者の中心的な

層は身体的な暴力経験があるが、この見えにくい部分を扱わなければ、暴力

を防止していくことはできない。力を用いたコントロールをどう変えていく

かということが、プログラムにおける最大の目的である。身体的暴力の有無

でＤＶが軽度だと判断することはできないという点を、ツール全体を通して

考える必要がある。 

（ソ）スクリーニング 

インテーク面接において、プログラム参加の動機について詳しく確認する

ほか、リスクアセスメントツールには加害の否認・矮
わ い

化の項目等があり、こ

れらを通じて参加目的や動機がプログラムの目標にかなったものかを確認し

ている。 

（タ）プログラムの効果の測定方法 

プログラム開始時及び終了時に、ＳＴＡＸⅠ２（State-Trait Anger 

Expression Inventory-2）、ＤＶＳⅠ、ＧＨＱ303、という指標を用いて、変

化を測定している。 

（チ）終了後のフォローアップ等 

フォローアップミーティングを実施している（主に、参加者自身が、復習

的な内容や課題に沿って話すような形式となっている）。参加者の約半数は

１クールで終了するが、何クールも参加するリピーターは増加傾向にある。

また、１クール終了後、心理相談機関において週１回から月１回の個別カウ

ンセリングに移行する人もいる。 

（ツ）個人情報の管理 

個人情報保護法に基づき、対応している。また、弁護士から、裁判等の資

料として情報提供の要請があるが、これについても、個人情報保護法に沿っ

て対応している。 

（テ）ファシリテーターのスーパーバイズ 

スーパーバイズ及び研修を実施している。 

 

 

                             
3 これらは質問紙によるアセスメントツールである。ＳＴＡＸI-２は怒りについての尺度

であり、その頻度、強度、表出やコントロール等を測定する。ＤＶＳＩは暴力の回数、被

害の程度、内容等を、ＧＨＱ３０は、一般的疾患傾向、身体的症状、睡眠障害、社会的活

動障害、不安と気分変調、希死念慮とうつ傾向等を査定する。 
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ウ 課題・今後の展望等 

（ア）現状の主な課題・問題点 

① 加害者プログラムの位置付け 

先進国では、加害者プログラムや加害者へのアプローチは「シェルタ

ーとホームレス予防」「司法と法的応答」「加害者と別離後に生じる被

害母子の問題への対応」「児童相談所との対応」「精神保健・精神科医

療との連携」「被害女性の支援」「教育と予防」等のＤＶ防止に関する

多面的な取組の一環として、被害者の包括的支援の一部に位置付けられ

ている。よって、加害者プログラム提供団体は、当然、地域の連携会議

等にも参加している。 

このように、加害者プログラムが「特別」ではなく、ＤＶに関わる一

つのパーツとして機能していくということが大切ではないかと思う。日

本ではまだ定着していないが、今後そのような位置付けがなされるよう

に、社会に対して働き掛けていくということが必須であると考える。 

② 加害者の責任に関する社会的認識の低さ 

ＤＶ対策の先進国では、加害者が暴力の責任を取ることの重要性は、

社会的価値として重要視されており、その普及は行政の責任である。加

害者プログラムの本来的な在り方は、このような価値観を共有したコミ

ュニティーに、被害者支援機能の一部として根付くことではないかと考

える。 

③ 加害者プログラムの効果の捉え方 

加害者プログラムには効果がないと主張する 2000 年代前半までの文

献の多くは、再犯率をもとに効果を測定していた。しかし、近年では

「再発の有無」及び「被害者の安全感の増加」という２点から、プログ

ラムの効果を測定することの意味が重要視されている。再犯率のみに注

目すると、司法的処遇を受けた一部の加害者のみが対象となってしまう。

効果をより正確に判断するためには、「被害者の安全感の増加」という

観点が必要であると考える。 

④ 諸外国における多様な加害者対応のあり方 

「強制逮捕・強制プログラム」という北米的方法は、夫の逮捕により

妻が経済的基盤を失い、ＤＶ目撃を理由に、子供が児童相談所に保護さ

れ、分離させられるなど、結果的に被害者に困難な状況を作り出した。  

現在は、イギリスのように、一定基準を満たす地域の加害者プログラ

ムと、ハイリスクケースを扱う保護観察ベースの加害者プログラムを両

立させる方法、オーストラリアやヨーロッパの複数の国のように、裁判

所に強制力を持たせないものの、地域のあらゆる機関で強く参加を進め
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る地域連携に基づく対応など、多様化している。 

カナダのいくつかの州で取り入れられているＰｅａｃｅ Ｂｏｎｄ4と

ＤＶコートの組合せなど、家族を完全に引き離すのではなく、リスクに

応じた段階的なシステムを使いながら、加害者のモニタリングを一定期

間（ＤＶコートが抱えながら）続けるような仕組みが、日本でも作れる

と良いのではないだろうか。 

また、カナダで学んだ方法としては、良い父親になるためのプログラ

ムとＤＶ加害者プログラムを面会交流の条件にするシステムもある。良

い夫でなくして良い父親にはなれない。そのような視点に基づいたプロ

グラムを児童相談所・家庭裁判所等と連携して行うことで、ＤＶと虐待

の合併や、いわゆる「面前ＤＶ」に介入することが可能である。これら

の先行的実践を取り入れることで、日本における加害者プログラムに関

する検討が進むのではないかと考える。 

⑤ 他機関との問題意識の共有、連携の難しさ 

一部の精神科医は、ＤＶという観点を有しているが、精神科治療全般

においてＤＶの理解が浸透しているとは言えない。加害者が入院した際

には、主治医が妻を治療の協力者、介護者とみなすことがある。「（Ｄ

Ｖの加害者である）夫が鬱で入院し、主治医から呼び出されたが、別居

している私がケアしなければならないのか」という相談を受け、調整に

入ったこともある。行政機関による啓蒙・研修を通して、医療機関を始

め関係機関とＤＶ加害者（プログラム）についての認識を共有し、連携

がスムーズに行えることが望ましい。 

（イ）今後の展望・期待すること 

① 加害者プログラムに関する基準作り 

どのような形態や方法によって実施されていても、主催者がＤＶ加害

者プログラムと名乗ることができる現状に対して大きな危惧を感じてい

る。今後は、様々な立場からの実施が予測される。国や自治体による加

害者プログラムが備えるべき最低基準の策定、公的機関による認証シス

テム等の仕組みが早急に必要ではないかと考える。 

② 諸外国の取組、加害者へのアプローチ手法の紹介 

加害者に対応する手法については、この 10 年間で新たな進歩があっ

                             
4 ピースボンドは善行保証命令と訳される。ＤＶの文脈においては被害者保護の一環とし

て、裁判所が加害者に対して宣告する命令の一種である。被害者への電話・接触・訪問等

の禁止、武器の持ち歩きの禁止、カウンセリングに行くこと、などの条件が加害者に課さ

れる。これらの条件を加害者が受け入れた場合、ピースボンドは成立し、それ自体は犯罪

歴とみなされない。しかし、加害者がこれらの条件を受け入れない場合や違反の場合は刑

事司法手続きに移行する。 
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た。一つはリスクアセスメント・マネジメントの手法であり、もう一方

は、面接技法やアプローチ方法である。リスクの観点と加害者にアプロ

ーチする観点の両立、ＤＶに対する社会の責任のあり方等について、最

新の知識や議論、取組を集約し、関連団体に周知するなど、多くの専門

家が認知できるよう、啓蒙・研修していくことを要望したい。 

③ 離婚後の面接交渉や加害者と同居を続けている被害者への支援 

ＤＶは、被害者が「逃げて、離婚して、終わる」という考え方が多く

の被害者及び支援者に共有されてきたが、実際には離婚後の困難は非常

に大きい。近年では、離婚が成立したとしても、加害者側から別れた子

供への面接交渉権の申立てが多く、終始加害者からの脅威が継続する恐

れが存在する。その意味では、家庭裁判所においてもＤＶが長期的に与

える影響についての取組が求められる。 

一方で、加害者から逃げず、離婚せず、同居しながら加害者の変化を

期待する被害者の支援も必須である。家族が壊れないためにも加害者プ

ログラムも含んだ機関連携が必要であると思われる。 

家族が完全に壊れることなく、かつ安全を高めることを可能にする

「包括的支援システム」の構築こそが、国や自治体に期待される取組で

はないだろうか。 

④ 加害者プログラムの実施に向けた資金の確保 

海外の加害者プログラムの多くは、民間やＮＰＯ法人において、政府

等の助成金により実施されている。日本での実施は、志のある実践家の

個人的努力によるところが大きい。よって、プログラムを継続的に根付

かせていくために、公的な資金補助のシステム作りがなされていくこと

を期待したい。 

 

（２）Ｂ団体 

ア  団体概要 

（ア）設立年度：2001 年 

（イ）設立経緯 

女性に対する差別、抑圧、暴力から女性を守り、生活支援、自立支援をす

ることを目的として、全ての女性が人権に基づく暮らしを実現できる市民社

会の成熟に寄与するために設立。 

（ウ）主な活動内容 

         ＤＶ加害者プログラム及びＤＶ被害者支援プログラム 

（エ）主な構成メンバー 

         正会員 15名、団体会員１名 
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（オ）主な連携機関 

① 市のＤＶ担当部署、県のＤＶ加害者電話相談  

② 民間団体（ＤＶ被害者支援団体、ＤＶ・ストーカーの加害者に対応し

ている団体、心理カウンセリング機関等） 

③ ストーカー対策研究会議 

イ  加害者プログラム 

（ア）プログラムの名称：ＤＶ加害者更生プログラム 

（イ）プログラムの目的 

ＤＶ被害者を守るために加害者更生プログラムを実施している。加害者更

生が目的ではなく、結果としてそのような形になっている。 

（ウ）プログラム実施の背景・問題意識 

14 年間シェルター事業と電話相談を行う中で、被害者を守るための手段は

逃がすことしかなかったが、逃げても加害者はストーカーとなり、どこまで

も追ってくる。事業の中で、「いかに逃がすか」または「保護するか」とい

うことに専念していた結果、５年前から、やはり「加害者を治そう」、「何

とか更生しよう」と考え、ＤＶ加害者更生プログラムを立ち上げた。 

（エ）プログラムの対象者・参加者の属性 

① 性別：男性 90％、女性 10％（男女一緒にプログラムを実施） 

② 年齢：20～60歳代（主な参加者は、30～40歳代） 

③ 婚姻状況：95％が既婚者であり、5％が未婚者である。 

（オ）プログラムの実施方法・実施頻度等 

① 形式：グループワーク 

② 実施頻度：１クール 52回（１週間に１回（約１年）。毎週６グルー

プ実施（内容は同じ）） 

③ 参加者の人員：１グループ 10名程度（随時メンバーは入れ替わる） 

④ 時間：１回 120分 

（カ）参加費：3,000円（都度支払う） 

（キ）プログラムの実施者ファシリテーター 

５名（臨床心理士や精神科医はいない） 

（ク）参考としたモデル 

選択理論という心理学の手法を活用し、独自の内容で実施（加害者プログ

ラムを実施している他団体の資料を活用） 

（ケ）参加者の募集方法 

         ホームページ、自治体からの紹介、テレビや新聞、警察からの紹介 

（コ）参加者の主な動機・経緯 

プログラム参加者のパートナー（被害者）の傾向として、「夫が変わるの
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であればやり直したい」とのケースが多い。 

（サ）参加者のドロップアウト率：約 10％ 

（シ）被害者への連絡方法・説明等 

被害者との連絡方法は、電話やメール、直接対面。被害者の情報について

加害者に情報を開示することもある。具体的には、面談にて加害者から受け

たＤＶとその影響、加害者に変わってほしいこと、これからのあり方につい

て開示。なお、被害者情報を開示する際、被害者にどの部分を開示するか了

承を得る。      

（ス）被害者の安全確保 

被害者が逃げている場合は、住所や情報を伝えない。別居のルールについ

ては、プログラム開始時に加害者に「被害者に電話やメールをしないように」

と伝える。 

（セ）リスクアセスメント 

加害者と個人面談をする場合は、ファシリテーターが女性であるため、男

性スタッフが立ち会うことを前提として、必ず複数のスタッフで実施する。ま

た、万が一の場合を想定して、警察との連絡体制を構築している。 

（ソ）スクリーニング 

 １回目の面談（約２時間）において、質問を通じて実施している（精

神疾患の有無、薬物の有無、パートナー以外への暴力の有無等）。 

 個人プログラム希望者は断ることがある。また、暴力がひどく、警察

にお世話になっている方は断るケースがある。 

（タ）プログラムの効果の測定方法 

52 週のプログラム終了後、参加者にプログラムの評価と自分の変化を発表

してもらう。また、パートナーからの評価を大切にし、手紙をもらったり、

発表時に同席してもらったりしている。 

（チ）終了後のフォローアップ等 

プログラム終了者に対しては、電話連絡を行うなど、可能な限りフォロー

アップを行っている。終了した方の中には、自分のメンテナンスのために月

に１回出ている方も多い。 

（ツ）個人情報の管理 

団体としての規定を設けるとともに、情報はロッカーの中に保管し、スタ

ッフ以外は閲覧できない措置を講じている。 

（テ）ファシリテーターのスーパーバイズ 

          研修を毎月２回実施している。 

 

 



 

22 

 

ウ  課題・今後の展望等 

（ア）現状の主な課題・問題点 

被害者が行政等に相談すると、「加害者は変わらない」ということで、離

婚を勧められるケースがある。こうしたことから、被害者は生きる希望を失

い、シングルマザーの道を選ばざるを得ない。しかし、加害者更生プログラ

ムを学ぶことにより、８割は暴力から解放され、もう一度やり直す機会が与

えられ、別居から同居に至ったケース、家庭内別居であったものが良好な夫

婦関係に戻るケースが多くある。 

（イ）今後の展望・期待すること 

① プログラムへの参加体制の整備 

内閣府の調査によると、４人に 1 人が被害を受けているが、当団体の

更生プログラム参加者は年間 50 人くらいと非常に少ない。被害者が警

察等に連絡した際などは、更生プログラムへ参加させる体制整備が必要。 

② 加害者は精神病ではなく歪んだ夫婦観の障害 

国は、加害者を精神科医に結び付けようとしているが、加害者は精神

病ではなく、歪んだ夫婦観が障害となっており、健全な価値観に変える

ことが必要。 

 

（３）Ｃ団体 

ア 団体概要 

（ア）設立年度：2010 年 

（イ）設立経緯 

ＤＶの根絶を目指すためには、加害者に対するアプローチが必要であると

いう問題意識、被害者だけに働きかけ、加害者にアプローチをしないのは不

十分であるという問題意識から設立 

（ウ）主な活動内容 

男性教育プログラムの実施 

（エ）主な構成メンバー 

精神科医師、臨床心理士、心理カウンセラー、認定心理士、大学教員等 

（オ）主な連携機関 

① 行政機関：県及び市の男女共同参画主管課、男女共同参画センター、

県警本部 

② 民間団体等：法律事務所、精神科クリニック 

イ 加害者プログラム 

（ア）プログラムの名称：ＤＶ教育プログラム男性編 
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（イ）プログラムの目的 

        被害者支援の一環としての加害者更生教育 

（ウ）プログラム実施の背景・問題意識 

加害者に関わることなく、被害者に行動を促す現在の支援のあり方には限

界があり、ＤＶの本質的な解決を志向するならば、加害者対応に目を向ける

ことが不可欠であるということを実感している。 

（エ）プログラムの対象者・参加者の属性 

① 性別：男性 

② 年齢：20～50歳代（主な参加者は、30～40歳代） 

③ 婚姻状況：83％が既婚者であり、17％が未婚者である。 

（オ）プログラムの実施方法・実施頻度等 

① 形式：グループワーク（座学を含む） 

② 実施頻度：１クール 13回 

③ 参加者の人数：１グループ平均３～９名（メンバーは１クール固定） 

④ 時間：１回 120分 

（カ）参加費：合計 30,000円（初回に一括払い、分割は基本的に不可） 

（キ）プログラムの実施者（ファシリテーター） 

７名（臨床心理士１名、精神科医１名、シニア産業カウンセラー１名、認

定心理士１名） 

（ク）参考としたモデル 

Ａ団体の研修を基に実施 

（ケ）参加者の募集方法 

ホームページ、新聞・テレビへの掲載、ＤＶ関係のネットワーク会議及び

地域の行政担当課への告知 

（コ）参加者の主な動機・経緯 

「妻が突然出て行ったので、非常に困っている」、「かつての妻との関係を

思い出し、これからの自分のためになんとかしたい」、「妻から調停を申し

立てられ、対応について相談したところ加害者プログラムがあることを聞い

た」、「ＤＶについて学び、自分のやっていることがＤＶだと気が付いてイ

ンターネットで調べた」等のケースがある。  

（サ）参加者のドロップアウト率：約 50％ 

（シ）被害者への連絡方法・説明等 

被害者と連絡を取ることは、ほとんどない（大半の場合、離婚後や過去の

ＤＶ又はデートＤＶであるため）。今後は、状況に応じて被害者への連絡を

取って進めて行く予定。 
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（ス）被害者の安全確保 

       被害者に関する情報については、加害者へ伝えない。 

（セ）リスクアセスメント 

       必要に応じて、被害者から当団体に連絡することができるようにしている。 

（ソ）スクリーニング 

精神科医師を含んだファシリテーター２名による、ＳＡＲＡを使った事前

面接を実施（１時間程度）。スクリーニングをした結果、受講を断るケース

は、「治療を優先する方が良い」と判断されるケース、「精神科での治療が

必要」と判断されるケース等（アルコールやギャンブルの依存症がある方は

断る）。 

（タ）終了後のフォローアップ 

     終了後のフォローアップは、これまで実施したことがない。 

（チ）プログラム効果の測定方法 

受講者の満足度、プログラム継続中の夫婦関係及び暴力行為の有無に関す

るヒアリングによる。 

（ツ）個人情報の管理 

インテーク面接をプログラムに関与している精神科医のクリニックで実施

しているため、精神科クリニックで管理を行う。 

（テ）ファシリテーターのスーパーバイズ 

            スーパーバイズ及び研修を実施している。 

ウ 課題・今後の展望等 

（ア）プログラムへの参加率の向上 

啓発を通して、加害者にプログラムへの参加を促すとともに、プログラム

参加者のドロップアウト率を下げるため、プログラムの内容や進行方法を見

直す必要があると感じている。 

（イ）ファシリテーター及びスタッフの確保 

プログラムのファシリテーター（特に男性のファシリテーター）や団体の

運営スタッフの確保が難しい。 

            

（４）Ｄ団体 

ア 団体概要 

（ア）設立年度：2002 年 

（イ）設立経緯 

当団体の代表が、海外において被害者支援及び加害者プログラムに携わっ

た経験から、ＤＶをなくすため最優先すべきは被害者支援であるが、加害者

を変えない限りは被害者の安心と安全はなく、またＤＶはなくならないと痛
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感し、加害者に対する活動を始めた。 

（ウ）主な活動内容 

 ＤＶ加害者更生教育プログラムの実施 

 デートＤＶ防止教育プログラムの実施 

 ＤＶ被害者支援プログラムの実施  

 プログラム実施者の養成  

 ＤＶに関する各種講演活動・執筆活動 

 デートＤＶ防止啓発パンフレット制作（主に行政からの委託） 

（エ）主な構成メンバー 

 代表 

 事務局長及び加害者・被害者プログラム・ファシリテーター（１名） 

 加害者プログラム・ファシリテーター（２名） 

（ファシリテーターは３名で、すべてＤＶ被害のサバイバー） 

（オ）主な連携機関 

       ＤＶ被害者支援団体、面会交流支援団体 

イ 加害者プログラム 

（ア）プログラムの名称：ＤＶ加害者プログラム 

（イ）プログラムの目的 

当団体の加害者プログラムは、同居や婚姻の継続を目指したり支援したり

するものではなく、被害者支援のために、加害者が以下の事項を実践できる

ように変わるのを目的としている。 

 ＤＶは「相手を支配するため」の手段として「自分が選択した行為で

ある」ことに気付いてやめること 

 誤った価値観を学び落とすこと（unlearn） 

 ＤＶの結果に向き合いその責任を取ること（被害者が望んでいる場合

には、別離や別居を受け入れたり、経済的な責任を取ったりすること） 

 ＤＶではない、他の方法を選ぶことを学び訓練すること（learn） 

（ウ）プログラム実施の背景・問題意識 

ＤＶは、精神疾患、依存症、嗜
し

癖行動によるものではなく、偏った考え方

と価値観の問題である。よって、加害者プログラムは、治療や心理療法では

なく、加害者が誤った価値観に気付き、暴力によらない関係作りを学ぶため

に、グループで行う教育プログラムであると認識している。 

（エ）プログラムの対象者・参加者の属性 

① 性別：男性 

② 年齢：20～60歳代（主な参加者は 30～40歳代） 

 



 

26 

 

（オ）プログラムの実施方法・実施頻度等 

① 形式：グループワーク 

② 実施頻度：連休を除く毎週末に実施し、52回以上の参加が要件 

③ 参加者の人数：１グループ 10名程度（休む人がいるため、毎回メン

バーは多少入れ替わる） 

④ 時間：１回 120分   

（カ）参加費：１回 3,000円（都度支払う） 

（キ）プログラムの実施者（ファシリテーター） 

女性３名（ＤＶサバイバー） 

（ク）参考としたモデル 

カリフォルニアのＡＢＩＰ（Association of Batterers’Intervention 

Programs、ＤＶ加害者プログラム連絡協議会）発行の教材・資料集（日本語

版は当団体が発行）等を参考に独自に作成 

（ケ）参加者の募集方法 

ホームページ、自治体（男女共同参画センター・保健所等）や民間機関

（被害者支援団体、精神科医等）などからの紹介 

（コ）参加者の主な動機・経緯 

初回の面談時に、「加害者自身の意思で予約を取らないと受付けない。」

としているため、参加者はすべて自らの意思で参加しているが、参加を考え

たきっかけは、妻が家を出て行ったとか、離婚や別居を言い出したとか、Ｄ

Ｖだとか言われたなど、妻からの何らかの突き付けがあったというケースが

ほとんどである。最近は、保護命令を受けた人、逮捕歴のある人及び離婚後

に子供に会う条件とされた人などの参加が増えている。 

（サ）婚姻状況 

参加者の状況は、同居中、別居中、離婚と様々である。また、デートＤＶ

の加害者も含まれる。 

（シ）参加者のドロップアウト率：約 14％ 

（ス）被害者への連絡方法・説明等 

被害者とは頻繁に連絡を取り合う。連絡方法は、メールや電話が多い（Ｆ

ＡＸ、面談、手紙も可）。被害者の情報については、被害者が望む情報のみ

加害者に開示している。 

なお、加害者は参加する際「パートナーからＤＶ行動についてグループで

話し合って欲しいという要望があった場合、それについてグループで話し合

うこと」に同意しているので、取り上げて欲しい加害者のＤＶ行為やテーマ

等を被害者が伝えてきた場合は、それをグループで取り上げて話し合ってい

る。 
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（セ）被害者の安全確保 

被害者支援を最終的な目標としているため、加害男性の話だけではなく、

必ず被害女性の話を聞く「パートナー面談」を実施している。参加を希望す

る男性のうち、被害者と面談ができ、その安全が確認でき、さらに被害者の

同意が得られた場合のみ、加害者のプログラムへの参加を受け入れている。 

（ソ）リスクアセスメント 

① 加害者面談 

プログラムに入る前に、３回実施する（約１時間）。加害者面談では、

自覚している暴力の種類、期間、頻度、進行度合い等を確認するととも

に、育った家庭におけるＤＶの有無、子供のときの被虐待経験の有無、

パートナー以外の人への暴力の有無等を確認している。 

② パートナー面談（約２時間） 

 加害者面談の２回目と３回目の間に、約２時間かけて１回実施する。

面談質問票及び暴力の種類に関するチェック票（加害者面談で使用す

るものと同じもの）を用いて、加害者から聞き取った内容との差異を

確認するとともに、暴力の状況について全体像を把握して、被害者の

安全確保につなげている。 

 被害者自身に被害の自覚がなかったり、被害を 矮 E

わ い

A小化したりしてい

る場合が多いので、それに気付いてもらうための意識チェックをして

もらう。そして、加害者にどのように変わって欲しいかとか、当面の

希望やニーズ等を聞き取ることにより、女性が自分の気持ちを整理し

たり、状況を把握したりするのを支援する。 

 プログラムに通って変わる保障はないことや、通うことで起きうる危

険性（例えば、プログラムで学んだことを悪用する）や、被害者が決

意して逃げようとしたときに加害者がさらに危険な行為をするかもし

れない可能性などについても伝える。 

 被害者が安全を確保するのを支援するため、様々な情報（保護命令、

離婚調停・裁判手続き、別居・離婚した場合の社会的・経済的支援等）

を提供している。 

 特に加害者から逃げる意思のない女性に対しては、当団体が実施して

いる、被害女性を支援するためのプログラムに参加するよう勧めてい

る。 

 別居や同居のルールを、当団体が作成したひな形を基に作成し、それ

を書いて加害者に渡すよう勧めている。渡された加害者はそれをグル

ープで開示し、ルールを守ることの大切さや、実行するための心構え

などを学ぶ。 
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③ 継続的アセスメント 

ケース検討を週１回以上実施している。また、加害者やそのパートナ

ーからの相談等があった場合は、その都度ケース検討をしている。 

（タ）プログラムの効果の測定方法 

休まずに長期間プログラムに通っても、パートナーが安心した生活を送れ

るようにならなければ、プログラムは単なる知識の吸収の場でしかない。当

団体のプログラムでは、加害者が被害者の傷つきや気持ちを想像したり、共

感したり、相手を尊重する言動や責任ある行動を取ったりできるようになる

ための学びと訓練に多くの時間を費やす。それらを加害者が実際にどのくら

いできるようになったかという評価は、パートナーにしかできないと考える。 

そのため、被害者に、加害者の言動の変化を具体的に尋ねるＱ＆Ａ式のチ

ェック票を用意している。別居していた被害者が同居に戻ることを望む場合

や、52 回以上参加した加害者が、参加頻度を減らしたいとか、やめたいと言

ったりする場合、被害者にチェック票に記入してもらい、当団体に返送して

もらう。そうすることで、加害者の変化の度合いを被害者自身と当団体が客

観的に見極めることができる。 

（チ） 終了後のフォローアップ等 

加害者側へのフォローアップは行っていないが、被害者側にその後の様子

を聞くための連絡は取っている。 

（ツ）個人情報の管理 

        個人情報の管理は徹底しているため、これまで問題になったことはない。 

（テ）ファシリテーターのスーパーバイズ 

米国カリフォルニア州で加害者プログラムの研修を受け、当団体で 10 年以

上の経験を積んだ代表が、３名のファシリテーターのスーパーバイズを常に

行っている。 

ウ 課題・今後の展望等 

（ア）現状の主な課題・問題点 

① 社会からの突き付けの必要性 

社会からの突き付けがなく、妻からの突き付けのみにより、加害者を

プログラムに向かわせることは困難である。社会からの突き付けもなく、

孤立した状況の中で、被害者は、加害者からの反応をおそれて何も言い

出せないか、加害者からの反応に怯えながらプログラムへの参加を要求

しなければならない。 

妻からの突き付けにより、加害者がプログラムに参加することとなっ

た場合は良いが、加害者からの反応が「俺がＤＶなわけないだろう。お

まえのほうこそＤＶだ」というようなものであった場合、被害者は絶望
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の淵に立たされることとなる。 

このような、被害者に負担がかかる状況を解消するためには、加害者

をプログラムに向かわせる法制度等による社会からの突き付けが必要で

はないかと考える。例えば、被害者がシェルターに入ったとき、保護命

令が発令されたとき、加害者が逮捕されたとき、被害者が起訴を望まな

いときなどに、加害者に加害者プログラム受講を義務付ける法律を国が

作ることを検討してはどうか。ＤＶを夫婦間や家族だけの問題として捉

えるのではなく、社会全体の問題であると捉えて、社会が加害者対応策

に取り組むことが必要だと考える。 

② 加害者と別れていない女性への支援 

現在の被害者支援は、加害者から逃げることを前提にしたものである

ため、「逃げたい」「別れたい」という被害者は相談機関において具体

的な支援を受けることができるが、「別れたくないが変わって欲しい」

「彼を加害者プログラムに参加させるためにはどうすればよいか」とい

う悩みを一緒に考えてくれるところはない。 

内閣府の「男女間における暴力に関する調査」によると、配偶者から

ＤＶの被害を受けている女性の中で、相手と別れた女性は 1 割に満たず

（8.7％）、「別れたい（別れよう）と思ったが、別れなかった」が

45.8％、「別れたい（別れよう）とは思わなかった」が 36.4％と、加害

者と別れていない女性たちが８割以上を占める結果となっており、この

ような女性たちへの支援が手薄な状態であることは明らかだ。 

このような女性たちのニーズに応えるためにも、適切な加害者プログ

ラムを社会に広める取組や、加害者から逃げられない被害者への支援の

あり方等について検討を進めていく必要がある。 

（イ）今後の展望・期待すること 

① 被害者支援と加害者対策は車の両輪 

暴力を振るわれていい人など、この世には一人もいないということや、

ＤＶは犯罪であるということがまだ社会に浸透していない。ＤＶ対策で

最優先されるべきことは被害者支援であるが、加害者対策も不可欠であ

る。「社会はＤＶを許さない」「ＤＶする人はそのままではいられない」

「加害者は暴力の責任を取る必要がある」という認識を社会全体で共有

することを目指すとともに、このような共通認識に基づく加害者対策を

講じることが必要である。 

暴力を振るう人が変わらない限りＤＶはなくならない。暴力の責任を

自覚せず、変わる意思のない加害者は社会にとって脅威であり、危険な

存在であり続ける。加害者対策は暴力の予防対策であるとともに、安全
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で健康な地域社会作りにつながるものである。よって、被害者支援と加

害者対策は、ＤＶのない社会を目指す車の両輪であるという認識を持つ

ことが必要である。 

② 加害者に対する処罰と監視 

配偶者暴力防止法はできたが、接近禁止命令が出ている間に被害者が

大変な思いをして安全な場所に避難し、苦労して新しい生活を始めると

いう、被害者が逃げることを前提とした支援は根本的におかしい。 

米国の多くの州で導入されているように、被害者や周りの人からの通

報により、警察は、容疑があれば加害者を逮捕し、制裁を科すというよ

うな制度が日本においても検討されることが望ましい。米国のカリフォ

ルニア州では、暴力の程度が軽いと認められた、又は初めて逮捕された

加害者や、他の犯罪歴のないものに対しては、裁判所からＤＶ加害者プ

ログラムの 52 回受講義務命令が出される。プログラム受講中及びプロ

グラム修了後３年間は、保護監察局に定期的に通わなければならないシ

ステムとなっている。このように、処罰と監視の制度があることによっ

て、加害者プログラムが被害者の安全を確保するためのものとして機能

している。 

日本の現状は、被害者が出ていくなどの行動によってショックを受け

た加害者が、なんとかしたいと思ってプログラムに参加するケースが大

半であり、その数は加害者全体の中では少なく、氷山の一角にすぎない。

何も気が付かず、悪いのは自分ではないと思っている加害者が、プログ

ラムに自ら参加することはない。このような状況を変えるため、諸外国

における取組を参考に、加害者に対する積極的な逮捕、処罰や監視制度

及び加害者プログラムの実施体制等について検討が進められることが求

められる。 

③ 加害者プログラムガイドラインの必要性 

現在、日本では形態や手法が異なる様々な加害者プログラムが存在し

ているが、加害者に対する個人カウンセリングの実施等、被害者の安全

が危惧されるようなものも含まれる。 

平成 16 年に内閣府が調査研究の一環として取りまとめた「配偶者か

らの暴力に関する加害者向けプログラムの満たすべき基準及び実施に際

しての留意事項」においては、プログラムが採用すべき方法として「１

対１の個人カウンセリングではなく、講義やグループ討議を含む小グル

ープによること。」とされている。しかし、実際には、個人カウンセリ

ングを実施する人たちは多くいて、そういう人たちには、加害者に暴力

の責任を認識させるものではなく、暴力は精神疾患によるものとみなし
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て病名を付け、治療の対象とする傾向が見受けられる。このような個人

カウンセリングは、加害者に暴力を容認するような免罪符を渡すような

ものであり、被害者の安全を脅かしかねないものである。 

よって、このような危険性を排除するためにも、国において、加害者

プログラムの実施に係るガイドラインが策定されることが望ましい。  

④ ファシリテーターの養成及び継続したトレーニング 

加害者プログラムのファシリテーターは、「被害者がどのような恐怖

と混乱を抱いているのか理解し共感できる」「加害者の相手に対する共

感のなさに対峙し、共感を促したり伝えたりできる」「被害者たちのニ

ーズがどういうものかを常に把握している」という条件を兼ね備えてい

ることが重要である。よって、精神科医や臨床心理士であれば、加害者

プログラムのファシリテーターが務まるというわけではなく、専門の研

修が必要である。 

カリフォルニア州では、研修（40 時間）及びスーパービジョン付きの

実習（104 時間）を修了したものでなければ、加害者プログラムを実施

してはならない制度となっている。また、加害者プログラムを実施する

ためには、研修等の受講のみならず、保護観察局の認可が必要である。

さらに、認可を受けたファシリテーターは、毎年 16 時間の研修を受け

なれば、プログラムを継続してはいけない制度となっている。 

また同州では、被害を経験したサバイバーが、自身のケアをしたあと

で研修と実習（スーパービジョン付き）を受ければ、加害者プログラム

のファシリテーターになる道が開かれている。自分の被害経験を活かし

てこの仕事をしたいと希望する被害者は多く、実現すればそれは究極の

被害者支援となるし、すぐれたファシリテーターを生むことにもなろう。 

日本においても加害者プログラムを実施するためには、このようなフ

ァシリテーターの養成に係る海外での先駆的取組を参考にし、国（実際

には認められた民間団体等）が実施する基本的な研修・実習及び継続的

な研修の受講を義務付ける制度が整備されることを期待する。 
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２ 被害者支援団体 

（１）Ａ団体 

ア 団体概要 

（ア）設立年度：1998 年 

（イ）主な活動内容 

① ＤＶ、性暴力被害を受けた女性及び子供のシェルターを運営している

民間支援団体の全国ネットワーク（ネットワーク加盟団体数：69 団体） 

② 電話相談、面接・カウンセリング相談、自助グループ等のグループ活

動支援、同行支援、啓発活動、シェルター対応、一時保護、自立支援、

その他（調査研究、政策提言、人材育成等） 

イ 加害者への対応について 

（ア）加害者からの問合せ 

被害女性及び子供の支援に徹するため、加害者からの問合せには一切対応

しないという姿勢を貫いている。 

（イ）加害者からの追跡等への対策 

加害者からの執拗な追跡や攻撃等から被害者及び支援者を守るため、近隣

の交番や、支援団体が入居しているビルの管理組合や警備会社等と連携して

いる。また、支援員は、常時身の安全の確保を図っている。 

ウ 加害者プログラムについて 

（ア）加害者プログラムに対するニーズの高まり 

加害者プログラムのニーズは高まってきていると感じる。「加害者の言動

を何とかしたい」、「夫を変えるにはどうしたらよいか」、「今すぐ逃げた

くはないが、あの凶暴な夫の性格や言動が変わるのであれば、どこのお医者

さんでも、どこのプログラムでも連れて行きたい。そのようなところはない

か」といった問合せは、日常的にある。 

（イ）加害者プログラムに対する主な懸念・意見 

① 被害者に対する影響 

妻から別居や離婚を迫られるなど、妻との関係が不和に陥った際、加

害者が関係の修復を目指して、自発的に加害者プログラムや地域の精神

保健福祉センター等のカウンセリングに行くことがある。しかし、加害

者プログラムやカウンセリングに通っている加害者は、「自分は努力し

ているのに、子供を連れて出ていくのか」というように、加害者プログ

ラム等に行っていることを理由に、被害者側をさらに追い詰めるような

態度を取ることが多い。 

また、離婚調停や裁判の際に、ＤＶは妻の偽証であると主張するため

に、加害者プログラム等に通っている事実を持出す加害者もいる。さら
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に、離婚調停の場において、家庭裁判所の調停委員が、夫が加害者プロ

グラムに通っていることを理由に、妻に対して「夫は努力をしているの

だからあなたも努力するべき」や、「子供には父親が必要なのだから離

婚は思いとどまりなさい」と、被害者が置かれている状況に配慮せず、

家族の再生を迫るような指導をすることがしばしばある。 

このように、加害者プログラムやカウンセリングが、関係の修復を迫

るための口実や根拠として利用されている現状があることから、加害者

プログラムの取組がこのまま広がることには不安を覚える。特に、被害

者支援団体として、被害者の安全を守ることを最重視していることから、

加害者プログラムが、被害者保護という軸から外れた形で運用されてし

まう可能性があることについて懸念する。 

② 加害者プログラムの効果に対する懸念  

米国においては、30 年以上前から、加害者にプログラムの参加を義務

付ける法制度のもと、加害者プログラムが実施されているが、被害状況

の改善はあまりみられず、プログラム参加者が再犯に至るケースも後を

絶たない。これまで各国が実施してきた加害者プログラムが、本当に被

害者の安全や安心感を確保する方策として役立っているのか、加害者の

再犯防止に役立っているのか厳密な検証が必要である。 

エ 今後の展望・期待すること 

（ア）加害者プログラムへの参加の義務付け 

加害者プログラムの実効性を高めるためには、加害者にプログラムへの参

加を義務付けるような法整備が不可欠であると考える。たとえば、保護命令

制度を拡充し、接近禁止期間に、国が準備した基本的なプログラムに参加す

ることを義務付けるということもあってよいのではないか。即効性は乏しい

かもしれないが、保護命令が発令されたら、勉強しに行かなければならない

という社会的な圧力になるため、それを入口にしてみてはどうか。また、刑

事収容施設及び保護観察所においても、ＤＶ加害者を対象としたプログラム

が実施されることが望ましい。 

（イ）被害者支援の視点に基づく加害者プログラムの運用 

加害者プログラムを地域社会で実施する際には、被害者の視点に立ち、被

害者の心身の安全が確保されるような運用がなされることが重要である。そ

のためには、プログラムの内容や運用の際の留意点等について、策定の段階

から被害者支援関係者が関与することが望ましい。 

（ウ）「暴力を容認しない」という姿勢の重要性 

加害者プログラムへの参加を義務付ける法制度が整備されたとしても、社

会において「暴力を容認しない」という認識が共有されていなければ、その
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効果は期待できない。加害者に暴力の責任を認識させ行動の変化を促すため

には、「暴力を容認しない」という認識を社会の常識にすることが不可欠で

ある。 

 

（２）Ｂ団体 

ア 団体概要 

（ア）設立年度：2002 年 

（イ）主な活動内容 

電話相談、面接・カウンセリング相談、同行支援、啓発活動、母子同時並

行心理教育、シェルター退所後の自立支援、ステップハウスの運営 

イ 加害者への対応について 

（ア）加害者からの問合せ 

シェルターそのものを持っていないため、加害者からの問い合わせはほと

んどない。シェルター退所後のステップハウスの支援をしているが、場所を

秘匿しているため、問い合わせもない。 

（イ）加害者対応の指針 

たとえ、加害者からの問い合わせがあったとしても、問い合わせには応じ

ない。 

ウ 加害者プログラムについて 

（ア）加害者プログラムに対するニーズの高まり 

被害者から、「暴力さえなければ、一緒に暮らしていきたい、暴力が止め

ば、離婚したくない」といった理由から「男性を更正させる場所はあるか」

という相談を受けることがあることから、加害者プログラムに対するニーズ

は高まっていると感じる。しかし、加害者プログラムを実施している機関が

地域にないため、具体的な支援につなげることができず、非常に残念である。 

（イ）加害者プログラムに対する主な懸念・意見 

① 加害者プログラムの実施体制の明確化 

加害者プログラムは、どのような機関で誰が実施し、その効果をどう

判定するのか、その点を明確にし、責任を持って実施する体制が必要で

ある。このような体制がなければ、加害者更正プログラムへの参加を、

暴力を肯定するための免罪符として利用しようとする加害者を防げない

のではないかと考える。 

② プログラムを実施するための社会環境の整備 

すべての加害者にプログラムが有効であるとは思わないが、実施して

いかなければいけない時期に来ているのではないかと考える。 

現在の被害者支援体制においては、被害者が暴力から身を守るための
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選択肢は「逃げる」ことしかないのが実情である。しかし、「逃げる」

ということは、被害者にとって失うものがあまりにも大きいため、多く

の被害者は、加害者の元に留まることを選択せざるを得ない状況に置か

れている。よって、暴力にギリギリまで我慢して、身の危険に至ってか

ら具体的な支援につながるというケースが多い。 

しかし、もう少し早い段階（「暴力が止めば、一緒に暮らしたい」と

いう相談を受けた際や、警察を初めて呼んだ時等）において、「このよ

うなプログラムがあるので、受けてみてはどうか」という警察等から加

害者プログラムへの参加を促すことができれば、暴力の深刻化を予防す

ることができるのではないかと考える。また、ＤＶが子供に及ぼす影響

も大きいため、被害者のみならず子供への影響の軽減のためにも、日常

的に警察などが、「あなたは行った方がいいよ」と言えるようなプログ

ラムがあると良いのではないかと思う。 

もしプログラムを実施するのであれば、少なくとも「暴力をはたらい

たという事実によって加害者プログラムにつながることが必須になる」

という社会環境や実施体制が整っていないと、効果は期待できない。  

エ 今後の展望・期待すること 

（ア）加害者プログラムの実施体制 

加害者プログラムは、警察や裁判所等の権威のある機関が指示するなどし

て実施すべきである。例えばノルウェーでは、警察等が加害者に対しプログ

ラムの受講を勧めており、強制ではないが脱落率は非常に少ないと聞いてい

る。裁判所命令というよりも、警察等から「受けなさい」と言われて「受け

ないといけないな」と思う社会的圧力があることが、一番望ましいのではな

いか。 

（イ）社会の中で配偶者暴力を決して許さないという姿勢 

ＤＶについては、殴っている人（加害者）が困らないという現状がある。

例えば、保護命令については、身体的暴力以外は保護命令が言い渡されず、

言い渡されたとしても会社は退職とはならず、公表されることもない。暴力

を振るっている人が全く困らないという社会的な背景があり、困っているの

は被害者だけである。その点が改善され、「暴力を振るうことは恥ずかしい

ことである」、「本人にとっても、とてもマイナスなんだ」、「不幸なこと

なんだ」という社会常識を広める必要がある。加害者プログラム等に関する

取組が広まらないのは、「法的強制力がないから広まらない」ということも

あるが、「加害者が困っていないから広まらない」のではないか。その点が

改善されていくことを期待する。 
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（ウ）心理の専門家養成課程における教育 

大学等における精神科医や臨床心理士の養成課程において、ＤＶが起きる構

造や加害者の行動の特徴等を学ぶ機会が少ないと感じる。心理の専門家が、Ｄ

Ｖに対して誤った認識もつことで、被害者が二次被害を受けたり、加害者への

対応を誤ったりすることにより、結果として被害者の安全が脅かされる事態を

招く危険性もあることから、教育を通して正しい情報を伝えることも重要であ

ると考える。 

 

（３）Ｃ団体 

ア 団体概要 

（ア）設立年度：2013 年 

（イ）主な活動内容 

ＤＶ被害者支援団体（現在は９団体）を繋いでいる中間支援組織。主に、 

同行支援（裁判所、弁護士事務所、病院、役所、学校等へ当事者に同行して行

く支援）において、連携した団体 50 名以上の支援員が支援をしている。 

支援者への様々な研修事業、一般の方への啓発事業、支援者・弁護士・精神

科医、危機対応コンサルタント、元警察関係者などとともに、ＤＶの危険度査

定とマネジメントに関する研究会などを開催。  

イ 加害者への対応について 

裁判所や法テラス等に配架している同行支援に関する案内や団体の報告書を見

た加害者から、被害者の動向を探ろうと、同行支援に関する問合せをしてくる場

合があるが、「お答えできません」という対応を取っている。また、団体として

「直接加害者とは接触しないこと」を指針としている。よって、面会交流時の子

供への同行支援についての要望が多く寄せられるが、基本的に断っている。 

ウ 加害者プログラムについて 

（ア）加害者像を明確にすること 

当団体は、同行支援をするなかで、加害者からの追跡や子供の面会交流で

の危険性を目の当たりにしてきている。しかし、加害者すべてが同じ危険性

があるわけでもないし、同じ加害者であっても状況によって危険度が変わる

ことも実感している。被害当事者は暴力経験からかなりの年月が経っても自

身は「非常に危険」と感じている場合も多い。加害者、そしてそのおかれて

いる状況の危険度を客観的に把握することは、次の被害者にとっての安全な

マネジメントにつながることはもちろんであるが、加害者の危険度を明確化

することで、加害者に対する適切なアプローチも可能になると考えている。

「加害者プログラム」というときに、加害者の像がどういうものを指してい

るのかが明確にされていない。非常に危険なケースもあるが、「同居してい
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る中で、もう少し暴力のない関係に変えられないか」というものもある。加

害者といっても一様でなく、危険度のグラデーションがある。それを踏まえ

た上で、「どのような加害者を対象に」、「その加害者や状況の危険度に合

わせてどのように」やるのかという点を明確にしなければ、プログラムの実

効性を高めることは難しいのではないか。また、プログラムに対して何の強

制力もない中で「加害者」という言葉がついていると、プログラムに参加す

るモチベーションが難しくなると考える。 

（イ）加害者にアプローチしないことへの疑問 

配偶者暴力防止法により、被害者保護が相当に進んできた。しかし、この

法律が被害者保護法となっており、加害者については法律に基づいた積極的

なアプローチがないことに疑問を感じる。児童虐待、高齢者虐待及び障害者

虐待については、現状では、被害者保護だけでなくいずれも加害者にアプロ

ーチしている。 

高齢者虐待の場合、被害者が 65 歳以上の高齢者であれば、高齢者福祉が担

当するが、高齢者のＤＶ案件については、行政では被害女性だけでなく、加

害者の男性が高齢者である限り、男性にもアプローチする。地域包括支援セ

ンターなどが加害者の動向を見守り、常時日常の相談を受け、法律や医療に

もつないで連れて行くなど、かなり加害者を丁寧にケアしている。 

またＤＶを伴う児童虐待の案件は多い。ＤＶ案件とされたケースは、母子

を一時保護、転宅させるだけでなく、子供を一時保護し児童相談所が介入す

るケースでは、必ず親に対して、子供を親元から引き離す必要性について説

明をする。児童相談所は子供を保護している限り両親とつながっており、父

親の動向も母親の動向も把握して、それぞれに必要な指導や支援が行われて

いる。子供に対する加害者へのアプローチは当然のこととなっている。 

また、生活保護受給家族に関する事案では、ＤＶにより、母子が警察に駆

け込むケースも多い。夫が保護費を全て握り、妻子がさらに困窮する状況と

なっている場合は、ケースワーカー等が世帯分離させるとともに、加害者に

対して厳しく指導が入る。その結果、加害者が不利益（生活保護が切られる

など）を被ることもある。暴力の原因となる素因を関係者により特定し、精

神疾患又は発達障害などから来るものかなど、成育歴からひも解くことから

始める。原因がアルコール・薬物、ギャンブル依存などに特定できる場合に

は、保護命令を取り、夫を単身で遠方の依存症回復施設に入所させ、母子は

一時保護の後、元の住居で継続した暮らしを可能にするなど、できるだけ母

子が転居による不利益を被らなくてよい方法を選択している。 

このように、主に暴力に関する他の法律に基づく実務においては、加害者

をひとくくりにせず、個々具体的に、加害者のその後の人生もより良い方向
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に向かうよう配慮し、アプローチしているのが現状であり、ＤＶ防止法だけ、

加害者に何もアプローチしていない。加害者へのアプローチの必要性、現実

性を探っていかなくてはならないと感じている。 

エ  今後の展望・期待すること 

（ア）暴力を未然に防ぐためのプログラムの有効性と必要性 

今年に入り、警察が人身安全事案への対策を強化してきた。特に、警視庁

は、被害者本人が被害届を出したくないと言っても一時拘留する。被害届の

提出に至らなかった事案については「夫婦２人で相談に行きなさい」等と言

って、男女共同参画センターに相談することを促している。しかし、拘留さ

れても１週間か早ければ１～２日で家に帰されるので、その期間に被害者の

安全が確保されていなければ危険度が増す。また、相談先として情報提供さ

れる男女共同参画センターでも、女性のみの相談が多く、ＤＶを激化させな

いためのカウンセリングやプログラム、夫婦・パートナー間への介入などは

しておらず、受け皿がない。当事者たちは一度は相談に行っても継続しない

現状がある。 

現行の被害者支援は、逃げざるを得ない状況に追い込まれた被害者の支援

を前提としたものとなっているため、被害届を出す程度のひどい暴力ではな

い場合には、被害者の心理相談以外に加害者も含めた暴力の激化予防、未然

防止への有効な支援策がほとんどなされていないと言える。よって、暴力が

深刻化した時点で被害者が再び相談をしたり警察が呼ばれたりした時点で、

安全の確保に向けた支援が始まることとなってしまう。しかし、こうなって

しまうと、逃げるという以外、有効な選択肢は残されない。 

このような状況を変えるために、警察が介入した初期の段階で、加害者を

加害者プログラム実施機関につなぐことができれば、「ひどくなったので、

また相談に来ました」、「では、逃げましょう」という、これまでの支援の

流れを変えることができるのではないか。しかし、それが可能になるには、

加害者を含めた暴力の未然防止、激化予防のプログラムはもちろんのこと、

警察と相談機関が連携してチームとして支援するための合意や体制が必要だ

と考える。なお、加害者プログラムの内容は、互いに尊重し合える関係作り

を学ぶことを通して、暴力の芽に気付き、加害者が暴力を未然に防ぐ術を習

得することを目的とするものであることが望ましい。 

（イ）子供の面会交流の対応と危険度のアセスメント 

ＤＶ案件での面会交流時では、連れ去りや追跡の可能性もあるため、危険

度をアセスメントし、正確に把握しておくことが重要となる。また、子供へ

の性的虐待が疑われる場合も、裁判所において、面会交流の実施に関して特

別な配慮・取決めがされる場合もある。 
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しかし、ＤＶ案件での面会交流に関して、現在、「両親に会わせるべき」

との見解が広まっている。ＤＶ被害者の中には、ＤＶを主張することによっ

て調停・裁判が長期化する、離婚の成立や養育費の確保が困難となることも

多く、ＤＶ被害を主な離婚事由とせずに離婚するケースもある。このような

場合は調停・裁判で書類上「ＤＶケース」とされないために、面会交流の実

施が養育費支払いの条件とされたり、調停委員・裁判官側でも通常の離婚扱

いで面会交流が必至とされる場合がある。たとえ、面会交流することで子供

や母親の精神的ダメージが大きいと専門家の判断があった場合でも、難しい

状況になっている。さらに、子供や母親に面会交流の精神的なダメージがあ

るという精神科医などの専門家の意見書があっても、それが配慮されないケ

ースもある。さらには、個人のクリニックの医師からは、夫からの攻撃やク

レームを恐れて、面会交流による子供への悪影響について意見書を出せない

といった声も聞いている。 

面会交流の取決めがなされるかどうか、またなされた場合においても、加

害者のリスクアセスメントが非常に重要となってくる。さらに、アセスメン

トは面会交流ができるかどうかの決定時の単回だけでなく、経過にそって必

要であり、アセスメントに基づいたマネジメント（子供への接し方などを学

ぶプログラムを受けるなど）が必要であると考える。 

面会交流の実施については、被害母子のみならず、支援者にも危害が加え

られる恐れがあることから、リスクアセスメントの導入等、安全な面会交流

の実施に向けた対策が急務であると考える。 

（ウ）面前ＤＶからのアプローチ 

最近の研究でも、子供の時の面前ＤＶの脳への影響がかなり明確になって

きている。現行の配偶者暴力被害者支援制度のもとで、ＤＶ加害者へのアプ

ローチが困難な状況においては、面前ＤＶの場合は、児童虐待の枠組みのな

かで、児童虐待の加害者として、加害者に対しプログラムの受講を促すよう

な制度を検討することができないか。現行の法律のなかで、児童虐待の加害

者への対応という点で、実施可能性が高いと思う。 

子供に対する暴力防止のための教育プログラムのなかには、パートナー間

の対等な関係を学ぶプログラムも当然含まれることとなり、現在まだ着手さ

れていないＤＶの激化を防ぐ、減らすことにつながっていくだろう。 

（エ）暴力事案を取り扱う部局との連携 

暴力事案と対峙しなければならない各関係団体、子供虐待防止、高齢者虐

待、障害者虐待、貧困対策等は実効性のある暴力加害者への更生プログラム

の必要性を痛感している。警察や関係する各部局、関連団体が連携すること

で新たな視点が生まれるのではないか。連携して加害者更正プログラムの必
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要性を協議する場を設けるなどが求められている。 

加害者は一様ではない。さまざまな加害者に対する、それぞれに有効なプ

ログラムの開発が必要となっている。ひいては被害者の生活を破壊すること

なく、被害を未然に防止することにもつながり、暴力を容認しない社会へと

結びつくと考える。 

このような取組が進むことによって、加害者プログラムの取組が促進され

ることを期待する。 
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Ⅲ まとめ 

本調査研究事業における検討委員会では、地方公共団体へのアンケート調査並びに加

害者プログラム実施団体及び被害者支援団体へのヒアリング調査の結果に基づき、地域

社会内における加害者プログラムに関する現在の課題や今後の在り方等について考察を

行った。以下、検討委員による主な所見を示す。 

 

１ アンケート調査及びヒアリング調査の結果から見える現状及び課題について 

（１）地方公共団体（都道府県・政令指定都市） 

地方公共団体を対象としたアンケート調査の結果によると、加害者更生に関する

取組 5を実施している地方公共団体は 14.9％（10 団体）であり、このうち「加害者

を対象とした更生プログラムを実施している（又は、実施していた）」と回答した

地方公共団体は 1.5％（１団体）であった。これらのことから、地方公共団体にお

いては、加害者更生に関する取組が必ずしも進んでいるとは言えない状況にあるこ

とが分かった 6。また、その理由としては、「加害者更生に関する情報が少なく、

どのような取組を行ってよいか不明なため」（82.0％）、「管内に加害者更生に関

する専門家・民間団体がないため」（42.6％）、「庁内において加害者更生事業に

係る人員や財源を確保することが困難なため」（42.6％）等が挙げられていた。 

このほか、本アンケートにおいて、地方公共団体からは、参加者の任意に基づく

プログラムの効果に対する懸念や、加害側と接触することによる被害者の安全確保

への不安等が示されるとともに、地方公共団体において加害者更生に関する取組を

進めていくためには、国において加害者プログラムに関する基準策定やプログラム

の実施に係る制度の検討を行っていくことが必要であるとの意見が出された。 

 

（２）民間団体 

ア 加害者プログラム実施団体 

本ヒアリング調査において、加害者プログラム実施団体からは、参加者がグル

ープワークを通して暴力の責任を自覚し、暴力的・支配的でないパートナーとの

関係作りを習得することを目的とするプログラムは、加害者と同居している被害

者の安全・安心の確保や、面会交流の実施に係る母子の危険や不安の軽減等を図

る効果が期待できるとの意見が出されるとともに、今後は、加害者プログラムを

被害者支援の一つの方策として捉え直し、普及に向けた議論を進めていくことが

望ましいとの意見が出された。 

一方、加害者を対象とした取組を行っている団体のなかには、個人カウンセリ

                             
5 取組には、調査研究、加害者更生プログラム、相談、研修・講演会等を含む。 
6 「加害者更生に関する調査研究を実施している（又は、行っていた）」と回答した地方

公共団体は 4.5％であった。 
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ングを通して加害者の治療を行うことを主な目的とする団体や 7、独自の評価基準

に基づき「回復率」の高さを主張する団体があることなどから、加害者プログラ

ムに対する偏ったイメージや過度な期待感が社会において広まる風潮があり、加

害者プログラムに関する議論を進めることが難しい状況にあるという意見が出さ

れた。 

また、配偶者暴力防止法の制定以来、配偶者からの暴力に対する取組が、加害

者責任の追及よりも、加害者の元を離れることを前提とした被害者の安全確保や

その後の自立支援に重点が置かれていたことにより、加害者プログラムが被害者

支援の流れのなかで特異なものとして位置付けられていることも、加害者プログ

ラムの在り方等に関する議論の停滞を引き起こしている主な要因の一つであると

いう見解が示された。 

さらに、今後、加害者プログラムの在り方等に関する議論を進めるためには、

加害者プログラムを被害者支援の一環として位置付けるとともに、被害者支援に

資する加害者プログラムの実践に向けて、国において加害者プログラムに関する

一定の基準の策定が必要であるとの意見が出された。 

この他、このような取組を進めるための基盤として、加害者プログラムは、被

害者支援のみならず、暴力のない安全・安心な地域社会作りという点においても

重要であること、また暴力は決して容認されるものではなく、加害者は暴力の責

任を取る必要があるということが、社会の共通認識として根付くことが重要であ

るという見解が示された。 

 

イ 被害者支援団体 

本ヒアリング調査において、被害者支援団体からは、支援の現場には被害者か

ら「加害者の言動を何とかしたい」「暴力さえなければ、一緒に暮らしていきた

い」「子供にとっては父親であるため、暴力を止める方法はないか。暴力がなく

なれば別れたくない。」といった内容の相談が日常的に寄せられるが、このよう

な問合せの受け皿となりうる取組を行っている団体の情報が限られているため、

暴力が深刻化してから再度相談に来るというケースが後を絶たない状況にあるこ

とが報告された。 

このような状況を受け、被害者支援団体からは、相談の初期の段階において、

加害者を暴力によらないコミュニケーション等について学ぶことができるプログ

ラム等につなぐことができれば、暴力の深刻化をある程度抑えたり、被害者が我

慢の限界まで加害者の元にとどまるという現状を変えることができるのではない

かという意見が示された。 

また、「面前ＤＶ」による子供への影響の緩和や、面会交流の際の被害者と子

                             
7 30 頁参照 
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供の危険や不安を軽減するための取組の一つとして、加害者プログラムを活用で

きるのではないかとの意見があった。 

一方で、加害者を強制的にプログラムに参加させる法制度が整備されていない

こと、諸外国の先行研究の中には、加害者プログラムの参加者の再犯率の高さを

指摘し加害者プログラムの効果について否定的な見解を示すものがあること、ま

た、離婚調停等の場において、加害者が面会交流や親権等に関する協議を有利に

進めるために加害者プログラムに参加していることを免罪符として利用する危険

性が拭えないこと等により、加害者プログラムに対して懐疑的な見解を示す被害

者支援団体もあった。  

 

２ 調査結果に対する考察 

（１）加害者プログラムに関する疑義について 

上述のとおり、加害者プログラムに対するニーズは、被害者からの声に応じて、官

民双方の領域において一定程度の高まりがみられたが、地方公共団体及び被害者支援

団体においては、加害者を対象とした取組に関する情報が限られていること、加害者

プログラムの効果や法的位置付けが明確ではないこと、被害者の安全確保に対する不

安や懸念を払拭することが難しいこと、また、加害者プログラム参加者の再犯率の高

さを指摘している一部の海外の先行研究についての情報が広がっていること等により、

加害者プログラムそのものに対する不信感や、限られた予算の中で、明確な効果が期

待できない加害者プログラムを進めることへの抵抗感などがあることが明らかになっ

た。 

このような加害者プログラムへの疑念の要因の一つである被害者の安全確保に関し

ては、本ヒアリング調査において、加害者プログラム実施団体から、被害者の安全確

保をプログラム実施主体の責務と捉え、被害者とコンタクトを取りながら加害者プロ

グラムを実施するなど、被害者の安全確保のための工夫をしながら取組を進めている

という報告があった。 

また、再犯率の高さを指摘する海外の調査研究については、その調査対象が司法的

処遇を受けた一部の加害者に限定されること、また再犯率のみならず、被害者の安全

感の増加等といった他の指標も用いなければ正確に把握することは困難であることな

どの問題点が指摘された。 

今後、被害者支援の一環として、加害者プログラムを適切に実施していくためには、

国内外における加害者プログラムの実施状況に関する正確な情報や、加害者プログラ

ムの効果等に関する実証的基盤のある研究を収集・分析して周知するとともに、この

ような諸外国における動向を踏まえて 8、日本においても、より効果が期待される加

                             
8 加害者プログラムに関する現在の研究においては、親密な関係性における暴力を、他の

暴力行動と同様に、それを支える認知、態度、行動の問題、特に強い葛藤場面におけるコ
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害者プログラムの構築及び改良を進めていくことが必要である。 

 

（２）加害者プログラムへの参加の義務付けの有無について 

本調査においては、参加者の任意に基づく加害者プログラムは、暴力に無自覚な加

害者の動機付けや参加意欲の持続が困難であるため、地域社会内において加害者プロ

グラムを広めるに当たっては、加害者を強制的にプログラムに参加させる法制度の整

備が不可欠であるという意見が出された。 

しかし、暴力の程度や加害者と被害者の関係性は事案において一様ではないため、

加害者を強制的にプログラムに参加させる制度が、必ずしも被害者の安全・安心の確

保につながるとは限らない 9。諸外国においては、加害者をプログラムに参加させる

手段としては、裁判所によるプログラムの参加を義務付ける命令を始め、プログラム

への参加を拒否したり、途中で参加をやめた場合に制裁を科すという条件付きの命

令 10 や警察や地域の被害者支援団体による法的拘束力を伴わない勧告等 11があり、事

案の状況に応じて適切な手段が採られている。 

今後、日本における加害者プログラムの在り方を検討する際には、諸外国の先行事

例を参考にしつつ、配偶者からの暴力の多様な現状に即した加害者対応を含めた被害

者支援を行うため、被害者に対する危険度等のアセスメントの導入や、加害者プログ

ラムへの参加に係る法制度の在り方等について検討していくことが必要である。 

 

（３）加害者プログラムの位置付けについて 

日本においては、従来、加害者プログラムは、被害者支援の領域において特異なも

のとして位置付けられ、被害者の安全・安心の確保の手段としてみなされてこなかっ

た。一方、諸外国においては、国や地方公共団体の被害者支援等に関する基本計画に

おいて、暴力の深刻化を予防するための手法や地域社会の安全作りのために必要な対

                                                                                  

ミュニケーション・スキルに関する問題であると捉え、プログラム内容等の検証や、改善

点・修正点の提案等が行われている。 
9 17 頁参照 
10 17、29頁参照。カナダにおいては、個人、配偶者（事実婚関係の相手方も含む。）また

は子供に傷害を加える恐れや、財産に損害を与える恐れがあると認められる合理的な理由

がある場合は、予防措置として、カナダ刑法 810条（１）に基づき、治安判事裁判所又は

簡易裁判所により平穏誓約（Peace Bond）命令が出される。命令遵守条件の一つとして、

加害者プログラムへの参加が条件とされる場合がある。Peace Bondに違反した場合は、刑

事罰が課される。For Your Protection, Peace Bonds and Family Law Protection 

Orders, Information for women in relationships who need protection from violence 

or the threat of violence, Ministry of Justice, the Government of British 

Colombia, March 2013, http://www2.gov.bc.ca/assets/gov/law-crime-and-

justice/criminal-justice/bc-criminal-justice-system/if-

victim/publications/peace-bonds-english.pdf (last visited 26.02.2016) 
11 17、35頁参照 
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策として位置付けられ 12、地域の司法、行政、民間の連携のもと、加害者と同居して

いる被害者の安全・安心の確保から、離婚後の安全な面会交流の実施の支援まで、暴

力の危険度や被害者の状況に応じたプログラムが提供されている。 

また、配偶者からの暴力を目撃することによる子供への心理的虐待（以下「面前Ｄ

Ｖ」という。）に対する取組の一環として、児童相談所等との連携により、配偶者か

らの暴力及び児童虐待の加害者を対象としたプログラムを実施している国もある 13。

このような取組を行っている国においては、児童虐待の分野から配偶者からの暴力の

加害者へのアプローチを行うことにより、被害母子の安全・安心の確保や、面会交流

時における子供の心理的負担等の軽減が図られている。 

今後、日本において加害者プログラムに関する取組に関する議論を進めていくため

には、このような諸外国における先行事例を踏まえ、加害者プログラムを被害者支援

のための一つのツールとして捉え、包括的な視点で検討することが必要である。 

特に、警察から児童相談所への通告件数が増加するなど、「面前ＤＶ」の問題が顕

在化する傾向にある現状においては 14、配偶者からの暴力の被害者及びその子供の安

                             
12 例えば、本ヒアリング調査において加害者プログラムを実施している国として言及され

ている諸外国の中には、女性に対する暴力の被害者支援に関する基本計画等において、暴

力の責任は加害者にあることを明記するとともに、加害者プログラムを被害者支援の一環

として位置づけ、地域社会における取組の促進に向けた取組や指標等が定められている。

また、国連の女性に対する暴力の国内計画に関するハンドブックにおいても、加害者プロ

グラムの実施に係る項目を設けることが推奨されている（詳細は、巻末資料を参照のこ

と。）。 
13 家庭において面前ＤＶの影響を受けている子供は、発達段階に応じて影響が長期化した

り、後遺症が生じる場合もある。また、たとえ両親の離婚により加害者の元を離れたとし

ても、加害者との面接交流を通して、葛藤状況に舞い戻る可能性もある。このような配偶

者からの暴力による子供への影響を考慮し、近年加害者臨床の分野においては、配偶者に

対する暴力に関する説明責任や更生の義務に加え、父子関係を振り返るためのファザーリ

ングの在り方を学ぶプログラムの重要性が指摘されている。例えば、カナダのいくつかの

州においては、児童虐待の加害者を対象とした（「ケアリングダッド（Caring Dads）」

というプログラムがある。本プログラムは、児童虐待（身体的虐待、精神的虐待又はネグ

レクト）をした、または、子供の面前で配偶者に対する暴力を行った、またはこのような

行為を行う恐れがある父親を対象とした 17週間のグループワークプログラムであり、父

親業や配偶者を尊重し暴力によらない関係作り等を学ぶワークを通して、加害者を良き父

親へと変化させ、子供の福祉や母親の安全を確保することを目的としている。「ケアリン

グダッド」は、2003 年にカナダのオンタリオ州ロンドン市で開発され、現在は、カナダの

オンタリオ州やアルバータ州のいくつかの市で行われているほか、米国やヨーロッパのい

くつかの地域でも実践されている。Risk Factor for Children in Situation of Family 

Violence in the Context of Separation and divorce, Department of Justice, 

Government of Canada, Appendix D, A detailed description of promising 

practices.http://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cj-jp/fv-vf/rfcsfv-freevf/ad.html 

(last visited 28.03.2016) 
14 平成 27年上半期において、警察から児童相談所に通告した児童数は 17,224人（前年同

期 32.1％増）と過去最多であり、態様別にみると、心理的虐待が最も多かった（11,104
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全・安心の確保にむけて、関係諸機関等の連携のもと、児童虐待の加害者である父親

を対象としたプログラム等の実施が検討されることが望ましい。 

 

３ 今後期待する取組等について 

（１）加害者プログラムの実施状況等の周知 

これまで日本において加害者プログラムの取組が進まなかった主な要因としては、

加害者は変わるはずがないという諦念が被害者支援関係者の根底にあること、加害者

プログラム参加者の再犯率の高さを指摘する海外の一部の研究結果の影響等により加

害者プログラムに対する懐疑的なイメージが広がったこと、さらに、このような状況

下において、地域社会内において実施されている加害者プログラムの取組等の情報が、

地方公共団体や被害者支援団体に伝わりにくい状況にあったこと等が挙げられる。 

今後、加害者プログラムを被害者支援の拡充に向けた一つの方策として捉え直し、

取組を進めていくためには、国内外の加害者プログラムに関する取組状況や、プログ

ラムの効果等に関する実証的基盤のある研究を収集・分析することにより、加害者プ

ログラムに対する画一的かつ懐疑的なイメージの解消を図るとともに、効果のあるプ

ログラムについて具体的な提案がなされることが望ましい。 

なお、加害者プログラムの効果に関する研究における再犯率の測定及びエビデンス

の抽出に関しては、その調査方法、時期及び対象者の選定の範囲によって多様な結果

が導き出されるため、加害者プログラムの効果に関する先行研究を検証する際には、

これらの点を考慮し、研究結果の相対化を図ることが必要である。 

 

（２）被害者支援の一環としての加害者対応の拡充 

ア 加害者責任の明確化及び被害者支援の一環としての位置付け 

配偶者からの暴力の被害者支援において、最優先されるべきことは、被害者の

安全・安心の確保であることは言うまでもないが、中長期的な被害者の安全の確

保及び心身の健康の回復を図るためには、加害者が暴力の責任を認識し、暴力

的・支配的な行動パターンを修正することが不可欠である。 

しかし、上述のとおり、日本における配偶者暴力に関する施策は、配偶者暴力

防止法施行以降、被害者が加害者の元から離れることを前提とした安全確保及び

自立支援に係る対策が中心となっていることにより、加害者への対応は、具体的

な対策が講じられないまま時間が経過した。 

このような状況のもと、加害者は、たとえ妻が一時保護されたとしても、暴力

                                                                                  

人、構成比 64.5％、前年同期 42.9％増）。また、心理的虐待のうち、面前ＤＶ（児童が

同居する家庭における配偶者に対する暴力）が占める割合は約４割（42.2％、7,273人）

に上った。「平成 27 年上半期の児童虐待及び児童ポルノ事犯の検挙状況等について」警

察庁、平成 27年９月 10日 
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の責任を問われることなく、自らの暴力的・支配的な行動パターンに気付かない

まま、社会生活を送り続けることが可能となっている。さらに、暴力の責任を認

識せず、暴力的・支配的な行動パターンを変えることのない加害者は、新たなタ

ーゲットを見つけて暴力を繰り返すなど、地域社会にとっても危険な存在となり

うる。 

このような状況を変えるためには、国における配偶者暴力被害者支援に係る基

本方針等において、加害者プログラムを被害者支援の一環として明確に位置付け、

加害者自身が暴力と向き合い、暴力によらない関係作り等を学ぶためのプログラ

ムの実施が促進されることが望ましい。さらに、加害者プログラムが被害者支援

の一環として国の基本方針に明確に位置付けられることにより、地方公共団体に

おいても、加害者プログラムに関する取組が進むことを期待する。 

また、配偶者からの暴力がある家庭における児童への心理的虐待の影響を考慮

し、配偶者からの暴力の被害者及び児童虐待の被害を受けた児童の支援という双

方の観点から、加害者プログラムの内容や実施体制が検討されることが望ましい。

このような取組を通して、加害者と同居している児童のみならず、離婚後の面接

交流時における母子の安全・安心の確保に向けた取組が進むことを期待する。 

加害者プログラム等の実施に向けた体制の整備に当たっては、配偶者からの暴

力の被害者のみならず加害者と同居する子供の安全・安心の確保という観点から、

児童虐待の被害を受けた児童の支援を担う関係機関等との連携が図られることが

望ましい。 

 

イ リスク・アセスメントに基づく被害者支援の拡充・加害者対応 

被害者の安全・安心を確保するためには、加害者の状況や暴力の危険度を正確

に把握し、危険度に応じた被害者支援及び加害者対応が行われることが必要であ

る。 

被害者の生命や身体に危害が及ぶ危険性が高い場合においては、警察の介入や

被害者の一時保護といった対応が必要であるが、暴力の危険度によっては、加害

者プログラムが介在することにより、加害者と同居している被害者の安全・安心

の確保を図ることが可能な場合もある。 

現行の被害者支援体制においては、加害者の元を離れざるを得ない状況に追い

込まれた被害者を対象とする支援が中心となっており、加害者の元を離れること

が難しい状況にあるか、加害者から離れずに関係改善を図りたい被害者に対して

は、具体的な支援策がなく、被害が深刻になるまで暴力に耐えざるを得ない状況

に置かれているのが現状である。 

今後、国においては、加害者の元を離れずに関係改善を図りたいという被害者

のニーズが一定程度あることを認識し、このようなニーズに応えるため、リス
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ク・アセスメントにより危険度を的確に把握し、被害者の安全を確保した上で、

加害者に対して適切なアプローチを行う取組の検討が必要である。 

なお、具体的なリスク・アセスメント指標の内容やアセスメントの実施体制等

については、国内外における加害者プログラムに実績のある団体等における先行

事例を参考に検討が進められることが望ましい。また、多様な事案に対応するた

め、リスク・アセスメント指標を検討する際には、ストーカーや児童虐待等、配

偶者からの暴力の被害者及びその子供が直面する可能性がある暴力の危険性につ

いても包括的にアセスメントできるような指標の策定が望ましい。 

 

（３）加害者「更生」に関する視点の転換 

これまで日本においては、「加害者は変わるはずがない」「暴力を振るわなくなる

ことはない」、よって「更生させることは無理である」という見解に基づき、加害者

プログラムに対しては懐疑的な視線が向けられる傾向が強かった。 

しかし、加害者プログラムの目的は、単に加害者に暴力を振るわなくさせることで

はなく、プログラムを通して、加害者自身が暴力を容認する歪んだ価値観に気付き、

暴力的・支配的でない人間関係の構築や暴力によらない生き方を習得し、最終的には

社会的に包摂されることを目指すものである。 

今後は、社会において、加害者は決して変わることはないという諦念や、加害者に

関与することへの消極的なイメージが解消されるとともに、加害者プログラム等を通

して、加害者に暴力的・支配的な行動パターンを改める機会を与えることが、中長期

的な被害者の安全や社会の安全の確保につながるこという認識が広がることが望まし

い。 

 

（４）加害者プログラムの実施に係る基準等の策定及び人材育成 

本調査で明らかになったとおり、現在、加害者プログラムは、いくつかの民間団体

において実施されているが、その実施形態、場所、回数、被害者の安全確保方法等に

ついては実施主体により異なっており、中には被害者の安全・安心が確保されている

かについて懸念されるものも見受けられる。 

よって、加害者プログラムを被害者支援の一環として進めていくためには、国にお

いて、一定の実施基準（実施形態、回数、プログラムの終了基準、被害者の安全確保

に関する方針、スーパービジョン、プログラム実施者・ファシリテーターの資格等）

やマニュアルが策定されるとともに、策定した実施基準に基づくプログラムの実施者

の養成に向けて、国や地方公共団体において職務関係者向けの研修等が実施されるこ

とが望ましい。 

また、これらの実施基準等については、被害者支援関係機関において幅広く共有し、

危険度の判断の迅速化や、加害者対応についてのノウハウが共有されることを期待す
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る。 

 

（５）「暴力を容認しない」社会認識の形成 

上述のとおり、加害者プログラムを被害者支援の一環として位置付け、被害者支援

の拡充を図っていくためには、暴力は決して許されるものではなく「暴力の責任は加

害者にある」という社会認識の高まりが不可欠である。 

本ヒアリング調査においては、このような認識が社会において希薄であることが、

加害者責任が問われず、被害者が生活の本拠としていた場所から離れなければならな

いという、現在の配偶者暴力被害者支援体制の歪みの要因であることが指摘されてい

た。また、加害者が暴力の責任を認識せず、暴力的・支配的なコミュニケーションを

変えることがなければ、相手を変えて暴力を続けていくとともに、地域社会にとって

も脅威となる存在であることが指摘されていた。 

よって、加害者プログラム等の加害者対策は、被害者の安全・安心の確保のみなら

ず、地域社会の安全の確保という点においても重要であるという視点に立ち、「暴力

を容認しない」という社会における共通認識の形成に向けた取組の促進を図ることが

必要である。 

 

おわりに 

日本における加害者プログラムに関する議論は、プログラムへの参加に対する法的

義務付けの有無による有効性の違いや、加害者が自己の行為を正当化するためにプロ

グラムを利用することへの懸念という点に集約される傾向にあったこと等により、プ

ログラムの普及に向けた具体的な検討を進めることが難しい状況にあった。 

しかし、本調査において示された通り、加害者プログラムは、配偶者からの暴力の

被害者のみならず、「面前ＤＶ」等の虐待を受けている被害者の子供の安全・安心の

確保につながる支援策の一つとして、活用が期待されるところである。 

第４次男女共同参画基本計画（平成 27 年 12 月）においては、加害者の更生に関す

る取組として、「地域社会内での加害者更生プログラムについて、民間団体の取組を

含めた実態を把握し、プログラムを実施する場合の連携体制の構築も含め、その在り

方を検討する。」とされた。このことから、今後は、本調査結果等に基づき、加害者

プログラムを、被害者の安全や心身の健康を確保するための被害者支援施策の一つの

手法として位置付け、被害母子の安全度や被害者のニーズに即した運用が促進される

よう、リスク・アセスメント指標や加害者プログラム実施基準等の策定に向けた検討

が進められるとともに、関係省庁・機関等の連携体制の構築が図られることが望まし

い。 

また、配偶者からの暴力はストーカー行為等に発展し、重大な犯罪につながる可能

性も高いことから、リスク・アセスメント指標や加害者プログラム実施基準等の策定



 

52 

 

に際しては、ストーカー行為等の被害者も含めた女性に対する暴力の被害者の安全・

安心の確保に資するものとなるよう、包括的に議論が進められることを期待する。 
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１ ヒアリング調査票（例） 
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「配偶者等に対する暴力の加害者更生に係る実態調査研究事業」 

ヒアリング調査 調査票 

 

本調査では、貴団体において実施されている配偶者等に対する暴力の加害者向けプログ

ラム等について質問させていただきます。 

 

Ⅰ．貴団体についておたずねします 

 

問１．貴団体名、設立年、ご記入いただきました方の役職名、氏名につきましてご記入く

ださい。 

貴団体名： 設立年： 

役職名： 氏名： 

 

問２．貴団体の主な事業の種類、設立に至った経緯、運営体制（主な構成メンバーや運営

資金の確保の方法）についてお教えください。 

貴団体の主な

事業の種類  

 

設立の経緯  

 

運 営 体 制  

＜主な構成メンバー＞ 
 
 
 
 
＜運営資金の確保の方法＞ 
 
 

 

加害者向けプログラム実施団体
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 Ⅱ．貴団体の加害者向けプログラムの概要についておたずねします 

 

問１．加害者向けプログラムを貴団体において実施する目的、及び実施に至った背景や問

題意識はどのようなことでしたか。下記の欄にご記入ください。 

目    的 
 

背景・問題意

識 

 

 

 問２．加害者向けプログラムは、どのような方法で実施されていますか。（あてはまる

もの全ての□をクリックし☑をつけてください） 

 

 

 

 

 

問３．問２で、「１．電話相談」、「２．面接・カウンセリング」、「３．講座・研修・

グループワーク等」、「４．その他」を実施している場合は、それぞれ下記の欄に詳

細をご記入ください。 

① 電話相談 

回 数 
a. 回数：月   回または週   回 

b. 曜日：第      曜日または毎   曜日 

時 間    時 ～    時 

上記以外の回数や時間  

実 施 場 所 

☐a. 団体の施設内 

☐b. 自治体の施設 

☐ c. そ の 他 の 場 所

（                ） 

一人あたりの相談時間 
☐ a.     分  

☐ b. 特に決めていない 

1 カ 月 あ た り の 平 均 相 談 件 数       約     件（延べ） 

☐１．電話相談             →問３①へ 

☐２．面接・カウンセリング相談    →問３②へ 

☐３．講座・研修・グループワーク等  →問３③へ 

☐４．その他（          ） →問３④へ 
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② 面接・カウンセリング相談 

回 数 
a. 回数：月   回または週   回 

b. 曜日：第      曜日または毎   曜日 

時 間    時 ～    時 

上記以外の回数や時間  

実 施 場 所 

☐a. 団体の施設内 

☐b. 自治体の施設 

☐ c. そ の 他 の 場 所

（                ） 

一人あたりの相談時間 
☐ a.     分  

☐ b. 特に決めていない 

1 カ 月 あ た り の 平 均 相 談 件 数  約      件（延べ）     

 

 ③ 講座・研修・グループワーク等 

回 数 
a. 回数：月   回または週   回 

b. 曜日：第      曜日または毎   曜日 

時 間    時 ～    時 

上記以外の回数や時間  

実 施 場 所 

☐a. 団体の施設内 

☐b. 自治体の施設 

☐ c. そ の 他 の 場 所

（                ） 

一回あたりの所要時間 
☐ a.     分  

☐ b. 特に決めていない 

主 な 実 施 内 容  

 

一 回 あ た り の 平 均 参 加 人 数  約     人 

プログラム開始から現在までの累積参加人数 約     人 

  



 

60 

 

 ④ その他（その他のプログラムを実施している場合、ご記入ください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問４．貴団体の加害者向けプログラムでは、ファシリテーターは、何人くらいいますか。 

 

 

 

問５．問４のファシリテーターの方は、どのような資格をお持ちの方ですか。（あてはま

るもの全ての□をクリックし☑をつけて人数もご記入ください） 

 

 

 

 

 

問６．加害者向けプログラムは、どのような方法で広報していますか。（あてはまるも

の全ての□をクリックし☑をつけてください） 

 

 

 

 

 

 

  

☐１．インターネット    ☐２．警察からの紹介 

☐３．自治体からの紹介   ☐４．自治体の広報誌 

☐５．駅や電車のポスター  ☐６．ラジオ広告 

☐７．新聞・雑誌      ☐８．その他（               ） 

 

☐１．臨床心理士                 （      ）名 

☐２．精神科医                  （      ）名 

☐３．その他の資格（              ）（      ）名 

ファシリテーターの人数  約（      ）名 
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Ⅲ．加害者向けプログラムの参加者についておたずねします 

 

問１．加害者向けプログラムの男女の比率及び年齢構成についてお教えください。 

 

 

 

 

 

問２．加害者向けプログラムに参加している参加者の婚姻状況について、全体を 100％と

した場合の、おおよその比率についてお教えください。また、そのうち同居・別居の

おおよその比率についてもご回答ください。 

婚 姻 状 況 比 率 同居・別居 比 率 

① 既 婚 ％ 

同 居 ％ 
別 居 ％ 
合 計 １００％ 

② 未 婚 ％ 

同 居 ％ 
別 居 ％ 
合 計 １００％ 

合 計 １００％   

 

問３．加害者向けプログラムに参加している参加者がふるったことがある暴力についてお

教えください。暴力の種類が重複する場合は該当する項目それぞれに計上してくださ

い。既に集計済みの資料がある場合は、回答の代わりに資料を提出していただいても

構いません。 

暴力の種類（複数回答可） 件数 

１．身体的暴力（殴る、蹴る、物を投げつける、突き飛ばす等） 約(    )件 

２．心理的攻撃（否定的暴言、監視、無視、脅迫等） 約(    )件 

３．経済的圧迫（生活費を渡さない、貯金を勝手に使う、働くことを妨害する等） 約(    )件 

４．性的強要（性的行為の強要、ポルノを無理に見せられる、避妊に非協力等） 約(    )件 

 

問４．加害者向けプログラムの参加者が、プログラム受講途中で辞めてしまう事例はあり

ましたか？あった場合、全参加者に占めるドロップアウト者の比率をお教えください。

（あてはまるもの１つの□をクリックし☑をつけてください） 

☐１．辞めた参加者はいる 全体の約（    ）％ 
☐２．辞めた参加者は、今のところいない 

男性（   ％）：女性（   ％） 

 

１０代（   ％）２０代（   ％）３０代（   ％） 

４０代（   ％）５０代（   ％）６０代以上（   ％） 
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Ⅳ．被害者との連絡についておたずねします 

 

問１．「被害者」と連絡を取ることはありますか。（あてはまるもの１つの□をクリック

し☑をつけてください） 

☐１．「被害者」と連絡を取ることがある      →問２へ 
☐２．「被害者」と連絡を取ることはほとんどない  →次項「Ⅴ.」へ 

 

問２．問１で「１．『被害者』と連絡を取ることがある」と回答した方にお聞きします。

どのような方法で「被害者」と連絡を取っていますか。（あてはまるもの全ての□を

クリックし☑をつけてください） 

 

 

 

 

 

問３．問２で知り得た「被害者」の情報について「加害者」にその情報を開示することは

ありますか。（あてはまるもの１つの□をクリックし☑をつけてください） 

☐１．開示することはある   →問４へ 
☐２．開示することはない   →次項「Ⅴ．」へ 

 

問４．問３で「１．開示している」と回答した方にお聞きします。開示する内容や程度等

について、下記にご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

☐１．電話      ☐２．ファックス 

☐３．Ｅメール    ☐４．直接対面 

☐５．その他（                      ） 
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Ⅴ．加害者向けプログラム実施の際の留意点についておたずねします 

 

問１．加害者プログラムを実施する際、「被害者の安全確保」、「リスクアセスメント」

及び「個人情報の管理」について、注意していることはありますか。ある場合は下記

にご記入ください。 

① 被害者の安全確保 

 

 

 

 

 

 

② リスクアセスメント 

 

 

 

 

 

 

③個人情報の管理 

 

 

 

 

 

 

 

問２．プログラム受講希望者が受講の申込みをする際、その人が悪意を持っているかどう

かのスクリーニング等は行っていますか。（あてはまるもの１つの□をクリックし

☑をつけてください） 

☐１．プログラム受講希望者のスクリーニングを行っている   →問３へ 
☐２．プログラム受講希望者のスクリーニングは行っていない →問４へ 
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問３．問２で「スクリーニングを行っている」と回答した方におたずねします。どのよう

な方法でスクリーニングを行っているのかお教えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問４．加害者向けプログラムのファシリテーターに対して、研修やスーパーバイズはおこ

なっていますか。（あてはまるもの１つの□をクリックし☑をつけてください） 

☐１．研修・スーパーバイズを行っている 
☐２．研修・スーパーバイズは行っていない 

 

問５．加害者向けプログラム終了後、終了者に対してフォローアップは行っていますか。

（あてはまるもの１つの□をクリックし☑をつけてください） 

☐１．フォローアップを行っている 
☐２．フォローアップは行っていない 

 

問６．加害者向けプログラムの評価は行っていますか。行っている場合、どのように実施

していますか。また、評価の基準となっている指標についてもお教えください。 
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Ⅵ．他機関等との連携についておたずねします 

 

問１．配偶者暴力等に係る行政機関との連携は行っていますか。（あてはまるもの１つ

の□をクリックし☑をつけてください） 

☐１．連携している     →問２へ 
☐２．連携していない    →問３へ 

 
問２．問１で「１．連携している」と回答した方におたずねします。その部局の名称及び

連携状況についてお教えください。 

連携している部局名 連携の状況 

① 

 

② 

 

③ 

 

④ 

 

⑤ 

 

 

問３．地域の被害者支援団体及び加害者向けプログラム等の実施団体と協力または連携し

ていますか。（あてはまるもの１つの□をクリックし☑をつけてください） 

☐１．協力・連携している      →問４へ 
☐２．協力・連携していない     →問５へ 
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問４．問３で「１．協力・連携している」と回答した方におたずねします。その団体の名

称及び連携状況についてお教えください。 

連携している団体名 連携の状況 

① 

 

② 

 

③ 

 

④ 

 

⑤ 

 

 

問５．今までに、男女共同参画センター等女性の相談窓口やカップルカウンセリング等か

ら、貴団体の加害者向けプログラム受講につながった事例はありますか。（あてはま

るもの１つの□をクリックし☑をつけてください） 

☐① 相談窓口やカウンセリング等からつながった事例がある  
☐② 相談窓口やカウンセリング等からつながった事例はない 
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Ⅶ．加害者向けプログラムの問題点等及び今後の展望について 

 

問１．加害者向けプログラムを実施するにあたっての課題や被害者支援活動への影響等

がありましたら、ご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２．加害者向けプログラムの今後の展望について、ご意見等ありましたらご記入くだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力有難うございました 

 

 

 

 

 



 

68 

 

  



 

69 

 

 

「配偶者等に対する暴力の加害者更生に係る実態調査研究事業」 

ヒアリング調査 調査票 

 

本調査では、貴団体において実施されている配偶者等に対する暴力の被害者支援活動や

加害者への対応、加害者プログラムに対するご意見等について質問いたします。 

 

Ⅰ．貴団体についておたずねします 

 

問１．貴団体名、設立年、ご記入いただきました方の役職名、氏名につきましてご記入く

ださい。 

貴団体名： 設立年： 

役職名：      氏名： 

 

問２．貴団体の被害者支援活動は、どのような方法で実施していますか。（あてはまるも

の全ての□をクリックし☑をつけてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３．年間の相談件数はどのくらいですか。① 暴力の種類別、② 年代別、③ 男女別に

お教えください。暴力の種類について重複する場合は該当する項目それぞれに計上し

てください。また、既に集計済みの資料がある場合は、回答の代わりに資料を提出し

ていただいても構いません。 

 ① 暴力の種類別（複数回答可） 

１．身体的暴力（殴る、蹴る、物を投げつける、突き飛ばす等） 約（    ）件 

２．心理的攻撃（否定的暴言、監視、無視、脅迫等） 約（    ）件 

３．経済的圧迫（生活費を渡さない、貯金を勝手に使う、働くことを妨

害する等） 
約（    ）件 

４．性的強要（性的行為の強要、ポルノを無理に見せる、避妊に非協力

等） 
約（    ）件 

☐１．電話相談            

☐２．面接・カウンセリング相談     

☐３．自助グループ等のグループ活動   

☐４．インターネット相談 

☐５．同行支援             

☐６．啓発活動             

☐７．その他（          ） 

被害者支援団体用 
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② 年代別 

１．10 代 
約（    ）

件 

２．20 代 
約（    ）

件 

３．30 代 
約（    ）

件 

４．40 代 
約（    ）

件 

５．50 代 
約（    ）

件 

６．60 代以上 
約（    ）

件 

 

③ 男女別 

１．男性 
約（    ）

件 

２．女性 
約（    ）

件 

 

問４．相談員の人数は、どのくらいいますか。 

 

 

 

問５．問４の相談員の方は、どのような資格をお持ちの方ですか。（あてはまるもの全て

の□をクリックし☑をつけて人数もご記入ください） 

 

 

 

 

 

問６．貴団体では、配偶者暴力等に係る行政機関との連携は行っていますか。（あて

はまるもの１つの□をクリックし☑をつけてください） 

☐１．連携している  →問７へ 
☐２．連携していない →問８へ 

☐１．臨床心理士                 （      ）名 

☐２．精神科医                  （      ）名 

☐３．その他の資格（              ）（      ）名 

相談員の人数  （      ）名 
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問７．問６で「１．連携している」と回答した方におたずねします。その部局の名称及び

連携状況についてお教えください。 

連携している部局名 連携の状況 

① 

 

② 

 

③ 

 

 

問８．地域の被害者支援団体及び加害者向けプログラム等の実施団体と協力または連携し

ていますか。（あてはまるもの１つの□をクリックし☑をつけてください） 

☐① 協力・連携している  →問９へ 
☐② 協力・連携していない →Ⅱ．へ 

 
問９．問８で「１．協力・連携している」と回答した方におたずねします。その団体の名

称及び連携状況についてお教えください。 

連携している団体名 連携の状況 

①  

②  

③  

 

  
次のページへ 
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Ⅱ．加害者への対応についておたずねします 

 

問１．加害者から貴団体に対して、支援対象の被害者に関する問合せがありますか。（あ

てはまるもの１つの□をクリックし☑をつけてください） 

 

 

 

 

問２．問１で「加害者からの問合せがある」と回答された方におたずねします。問い合わ

せの内容や傾向について、具体的にお教えください。 

問合せの内容

や 

問合せの傾向 

 

 

問３．貴団体では、加害者対応について指針や方法などはありますか。ある場合はご記入

ください。 

加害者対応の

指針や方法 

 

 

問４．貴団体でこれまで取り扱った事例の中で、加害者が被害者を追跡してきたといった

事例はありますか。 

 

 

 

 

☐１．加害者から支援対象者についての問合せがある →問２へ 

☐２．加害者から支援対象者についての問合せはない →問３へ 

☐１．加害者が被害者を追跡してきた事例がある  

→ これまで約（      ）件くらいあった 

☐２．加害者が被害者を追跡してきた事例はない 
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Ⅲ．加害者向けプログラムについておたずねします 

 

問１．加害者向けプログラムについて、貴団体に問合せや相談はありますか。（あてはま

るもの１つの□をクリックし☑をつけてください） 

 

 

 

 

問２．問１で「問合せや相談がある」と回答された方におたずねします。問い合わせの内

容や傾向について、具体的にお教えください。 

問合せの内容

や 

問合せの傾向 

 

 

問３．支援現場から見て、加害者向けプログラムに対するニーズは高まっていると思われ

ますか。（あてはまるもの１つの□をクリックし☑をつけてください） 

☐① 加害者向けプログラムのニーズは高まっていると思う 
☐② 加害者向けプログラムのニーズは高まっていると思わない 
☐③ どちらとも言えない 

☐④ その他 

 

 

 

 

問４．貴団体では、今までに職員の方が加害者向けプログラムに関するなんらかの講座に

参加したことがありますか。（あてはまるもの１つの□をクリックし☑をつけてくだ

さい） 

☐① 加害者向けプログラムに関する講座に参加したことがある 
☐② 加害者向けプログラムに関する講座に参加したことはない 
☐③ その他 

 

 

 

☐１．加害者向けプログラムについての問合せや相談がある →問２へ 

☐２．加害者から支援対象者についての問合せや相談はない →問３へ 
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Ⅳ．ご意見・ご感想 

 

問１．支援現場から見て、加害者向けプログラムに対する懸念や問題点はありますか。あ

る場合は、ご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２．その他ご意見やご感想がありましたら、ご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力有難うございました 
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２ 地方公共団体を対象としたアンケート

調査票 
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※選択肢の左側に（　　）書きで単純集計結果を％で示している。

係名

役職

内線

Ｅ-ｍａｉｌ

Ⅰ

(4.5) ①

(1.5) ②

(3.0) ③

(91.0) ④

(10.4) ⑤

Ⅱ

(7.5)

Ⅲ

「配偶者等に対する暴力の加害者更生に関するアンケート調査」

加害者更生に関する取組について

加害者更生プログラム実施団体との連携状況について

※アンケートの内容等について後日照会する場合がありますので正確にご記入ください。

貴自治体名

所属先（部局課（室））

回答者氏名

電話番号

ＦＡＸ

連絡・照会先

貴自治体における、配偶者等に対する暴力の加害者更生について、当てはまる場合は「○」、そうでない場合は「－」を選択
してください。また、当てはまる場合は、青い矢印をクリックして記述欄に移動し、詳細を記述してください。

※下記Ⅰ～Ⅲの黄色のセルは、すべて回答してください。

その他（自由記述）
※　加害者更生に関する取組についての問題点・課題、その他ご意見等がございましたら記述してください。

↓回答欄： セルをクリックして、あてはまる場合は「○」、そうでない場合は「－」を選択してください。

↓回答欄： セルをクリックして、あてはまる場合は「○」、そうでない場合は「－」を選択してください。

加害者更生に関する調査研究を行っている（又は、行っていた）

加害者更生に関する事業は実施していない（又は、実施する予定はない）

上記①～③の他に、加害者更生に関する取組（相談、研修等）を実施している

加害者更生に関する調査研究・更生プログラムを実施する予定がある

加害者を対象とした更生プログラムを実施している（又は、実施していた）

貴自治体における、加害者更生プログラムを実施している民間団体との連携状況について、当てはまる場合は「○」、そう
でない場合は「－」を選択してください。また、連携している場合は、青い矢印をクリックして記述欄に移動し、詳細を記述し
てください。

加害者更生プログラム実施団体と連携している

記述欄①へ

記述欄②へ

記述欄③へ

記述欄④へ

記述欄⑤へ

記述欄Ⅱへ
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Ⅰ 加害者更生に関する取組について

①

ⅰ 平成　　年度（　　　年　　　月～　　　年　　　月）

ⅱ

ⅲ

②

ⅰ 平成　　年度（　　　年　　　月～　　　年　　　月）

ⅱ

ⅲ

ⅳ

ⅴ

ⅵ

③

ⅰ 平成　　年度（　　　年　　　月～　　　年　　　月）

ⅱ

ⅲ

④

(82.0) ①

(42.6) ②

(42.6) ③

(23.0) ④ その他（具体的に）

⑤

ⅰ 平成　　年度（　　　年　　　月～　　　年　　　月）

ⅱ

ⅲ

Ⅱ
ⅰ

ⅱ

ⅲ

ⅳ

具体的な内容

連携の内容 （具体的に）

加害者更生プログラム実施団体との連携状況について
頻度 （年○回程度等）

連携団体名

加害者更生に関する情報が少なく、どのような取組を行ってよいか不明なため

管内に加害者更生に関する専門家・民間団体がないため

庁内において加害者更生事業に係る人員や財源を確保することが困難なため

【記述欄】

「加害者を対象とした更生プログラムを実施している（又は、実施していた）」を選択された場合、実施状況につい
て具体的にお答えください。

実施年度・期間

「加害者更生に関する調査研究を行っている（又は、行っていた）」を選択された場合、その内容について具体的
にお答えください。

実施年度・期間

調査研究協力者・団体名

具体的な内容

実施形式（主催・委託等）

参加人数・募集方法

具体的な内容

「加害者更生に関する調査研究・更生プログラムを実施する予定がある」を選択された場合、その内容について
具体的にお答えください。

「加害者更生に関する事業は実施していない（又は、実施する予定はない）」を選択された場合、その理由につい
て当てはまる場合は「○」、そうでない場合は「－」を選択してください。

事業の形式
（加害者を対象とした相談、加害者
更生プログラムに関する研修等）

連携の形態
（被害者支援連絡協議会等におけ
る意見交換・情報共有、活動に関
する広報協力等）

戻る

戻る

戻る

戻る

戻る

戻る

↓回答欄： セルをクリックして、あてはまる場合は「○」、そうでない場合は「－」を選択してください。

実施年度・期間

実施主体名

実施主体名

具体的な内容

上記①～③の他に、加害者更生に関する取組（相談、研修等）を実施している

実施年度・期間

実施場所
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３ 諸外国等の女性に対する暴力に関する

基本計画における加害者プログラムの位置

づけ 
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81 

 

以下、国連及び諸外国（オーストラリア、イギリス）の国内計画における加害者更生に

関する項目の内容を紹介する（和文）。また、参考として、州レベルにおける計画（カナ

ダ、オーストラリア）における関連項目を紹介する（英文）。 

 

（１）国連における取組 

 タイトル 主な内容 

国連 女性に対する暴力に

関する国内計画のた

めのハンドブック

（2012年） 

 

3.5 対応システム 

3.5.4 保護及び司法 

3.5.4.5 加害者に対する介入プログラム 

勧告 

女性に対する暴力に関する国内計画は、以下の

事項を規定すべきである： 

・ 法律に基づく加害者介入プログラム、およ

び法律に基づかない加害者介入プログラム

の確立または強化。これらのプログラム

は、判決に基づく命令又は自発的な参加に

よるだろうが、いずれの場合も統合的な支

援体制の一部であり、起訴を代替するもの

ではないこと。 

・ 以上のようなプログラムのための最低基準

の確立と、基準を満たしたプログラムの実

施。 

・ 女性の民間団体や被害者／サバイバーの参

加を得て行われる、プログラムの入念な審

査および監視。 

 

3.5.5.2 

リスク・アセスメント及び管理 

勧告 

女性に対する暴力の国の行動計画は、以下の事

項を規定すべきである： 

・ 女性に対する暴力の発生／再発リスクを、

様々な機関が、潜在的な被害者／サバイバ

ーと加害者の双方とともに、個別に評価判

定するための共通の枠組の開発、および統

合的な支援体制によるその枠組の実施。 
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・ リスクの高い事案管理のための、あらゆる

関係機関の協力による統合的な取組の開発

と実施。 
 

（２）国レベルにおける取組例 

 タイトル 主な内容 

オーストラリア 女性とその子供に対

する暴力削減のため

の国内行動計画

2010-2022における

第２次行動計画

2013-2016 

国の重点４ 

加害者介入の改善 

アクション 21加害者介入に関する実例データ

の促進 

・ 女性とその子供に対する暴力の加害につい

て、また、特に再犯削減の点で最も効果的

な介入については、依然として学ぶべき点

が数多くある。第１次行動計画期間中は、

加害者及び加害者介入の実例データを促進

するための初期研究が行われた。 

・ 連邦政府は、特に加害者介入に関する国内

研究計画の流れを発展させるべく、ANROWS

（女性の安全に限定した、オーストラリア

国立研究機構）に 300 万ドルを拠出した。

当該研究は「加害者介入では何が効果的

か」を検討するものとなるため、加害者介

入のための国内成果基準の実施を支えるこ

とになるだろう。 

 

アクション 22：加害者介入に関する国内成果

基準の取りまとめ 

・ ドメスティック・バイオレンスや性暴力の

加害者に対する様々な取組がオーストラリ

ア国内で広く実施されている。これらの取

組は地域コミュニティーで実施されている

もの、及び刑事司法手続きの中で実施され

ているものを含み、理念的には被害者支援

と連携して、女性の安全を確保することに

重点を置いている。第１次行動計画におい

ては、連邦政府、州および準州の自治体
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は、主要な専門家と協働しながら、加害者

介入に関する国内成果基準の策定について

幅広く協議した。 

・ 第１次行動計画のもとで行った多くの作業

に基づき、連邦政府、州及び準州の自治体

は、今後その成果をもとに、最良の実践を

集めた国内成果基準をとりまとめて採択

し、司法管轄区域においてその基準の運用

を開始する。これにあたり、連邦政府、お

よび州・準州政府は、基準が変化を促す効

果的な牽引力となるよう、警察、司法、保

護観察、地域サービスを含む幅広い領域の

専門家から助言を受ける。 

 

アクション 23：加害者介入の質的及び量的向

上 

・ 国内成果基準を実施して、質の高い最良の

加害者介入実践を牽引していくためには、

時間をかけてより効果的に連携して取り組

む体制が必要になるだろう。そうしてはじ

めて加害者介入は、女性の保護や男性の再

犯防止という点で一貫して効果的なものと

なる。 

・ 加害者介入の有効性を高めるためには、そ

れが文化的に適切なものである必要があ

る。州や準州政府を支援して、加害者介入

のための国内成果基準を完全に実施するの

に必要な変革を促すため、連邦政府は 400

万ドルを拠出して、2014-2015年度、裁判

所の管轄区域に配分する予定である。 
 タイトル 主な内容 

イギリス 女性と少女に対する

暴力の根絶に関する

戦 略 2016-2020 、

2016年 3月 

第１章 暴力及び虐待の防止（関連部分のみ抜

粋） 

 

2020年までの成果 

・ 世代間連鎖を断ち切り、予防及び早期介入
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に対する重点的な取組を強化し、加害者を

暴力に向かわせる背景要因に取り組むこと

により、より多くの被害者が、長期的な自

立及び暴力や虐待からの解放に向けた支援

を受けている。 

 

第 1章 暴力及び虐待の防止 

加害者：その行動を変容させて、暴力を予防し

犯罪を減らす 

・ 暴力を予防する持続可能な取組は、加害者

の態度や行動を変えられるか否かにかかっ

ている。国は関係機関や各地と協働して、

適切な加害者プログラムや、刑務所および

保護観察での更生の取組、また精神衛生的

な介入が確実に行われるよう取組む。  

・ 家庭内暴力では、高い割合で加害が繰り返

されるが、専門家による介入を受けている

加害者は１％未満にすぎない。以前は、加

害者介入の根拠となるような実例が不明瞭

であったために、加害者介入プログラムは

不足していた。しかし、最近の Mirabal プ

ロジェクトの研究結果から分かってきたよ

うに、加害者プログラムの有効性を示す実

例データが増えていることから、暴力の根

本的な原因への取組として加害者プログラ

ムが重要であるとの認識が各地で高まって

いる。 

・ たとえば、Respect、SafeLives及び Social 

Finance（団体名）は、家庭内暴力の加害者

に新しいタイプの取組を行うため協力関係

を結んだ。‘Drive’と呼ばれるこの試験的

な取組では、加害者と基本的に一対一で向

き合って、暴力行為はやめるべきであるこ

とを示し、やめない場合はその説明責任を

取らせることを行う予定である。この取組

は、Sussex、Essex 及び South Wales にお
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いて、各地の公安委員など関係機関との連

携のもと実施される。プログラム参加の加

害者から暴力を受けた被害者も、追加的な

支援を受ける。 

・ 政府は、早期介入、再被害根絶に向けた取

組、被害者のニーズや選択に基づく家族療

法的な取組や自立に向けた長期目標の設定

に重点化した以上のような革新的な取組

を、2017 年に設置予定のＶＡＷＧ（女性と

少女に対する暴力）サービス変革基金をと

おして、支援・促進し、評価の促進も行う

予定である。 
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